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「協議第18号 高齢者福祉事業の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 22-11 高齢者福祉事業の取扱い 

決定済 再提案 

調 整 の 内 容 

１  略 

２ 高齢者福祉事業の各制度については、次の区分により調整す

る。 

なお、利用料等の住民負担については、適正な料金のあり方等

について調整する。 

① 現行のとおり新町に引き継ぐもの 

 

② 合併時に再編するもの 

③ 合併時までに調整するもの

④ 新町において調整するもの 

⑤ 合併時に廃止するもの 

 

 

３ 在宅介護支援センター運営事業については、次の区分により調

整する。

(1) 基幹型支援センターについては、合併時までに統合する。

 

(2) 地域型支援センターについては、基幹型支援センターの統合

に伴い、合併時に再編する。

１  略 

２ 高齢者福祉事業の各制度については、次の区分により調整す

る。 

なお、利用料等の住民負担については、適正な料金のあり方等

について調整する。 

① 現行のとおり新町に引き継ぐもの 

② 合併時に統合するもの

③ 合併時に再編するもの 

 

④ 新町において調整するもの 

⑤ 合併時に廃止するもの 

３ デイサービスセンター、訪問介護事業所及び生活支援ハウス運

営事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

４ 在宅介護支援センター運営事業については、次のとおり取り扱

うものとする。

(1) 基幹型支援センターについては、幕別地域に１カ所設置す

る。 

(2) 地域型支援センターについては、幕別地域に２カ所、忠類

地域に１カ所設置する。
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

独居老人等ふれあ

い訪問事業 

 

【訪問サービス事業】 
・名称 
高齢者在宅訪問（お元気ですか訪問）サ
ービス事業 
・事業内容 
おおむね２週間に一度を限度に利用者
の居宅を訪問することにより、利用者の
安否を確認するとともに、励まし勇気づ
けを通して住み慣れた地域での生活の
継続に資する。 
・対象者 
①65歳以上の独居者 
②その他必要と認められる者 
 
 
 
 
 
【友愛訪問事業】 
該当なし 

【訪問サービス事業】 
・名称 
在宅福祉サービス事業 
 
・事業内容 
１日１回、週６回を限度に乳製品等を持
って訪問し、友好的な人間関係の形成に
努めながら安否、健康状態、防犯状況、
火気及びガス取扱状況等についての確認
を行う。 
・対象者 
①おおむね65歳以上の独居者 
②おおむね65歳以上を含む夫婦世帯で、
身体又は精神的になんらかの援護を必
要とする者がいる世帯 
③その他社協会長（事業委託先）が認め
た世帯 

 
【友愛訪問事業】 
・名称 
友愛訪問事業 
・事業内容 
毎年12月に、老人クラブ連合会の協力に
より対象者宅の訪問を行うことにより、
高齢者相互のふれあいと友愛を深め福祉
の向上を図る。なお、訪問時に村からの
慰問品の贈呈を依頼している。 
・対象者 
70歳以上のひとり暮らしや寝たきり、傷
病等の理由により自宅にいがちな高齢者
で、民生児童委員協議会の意見を参考に
して選考された者（世帯） 

訪問サービス事業

については、新町の事

業として、合併時に再

編する。 

友愛訪問事業につ

いては、合併時に廃止

する。 

 

訪問サービス事業

については、幕別町の

例により、合併時に統

合する。 

友愛訪問事業につ

いては、合併時に廃止

する。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

し尿汲取料及び上
下水道使用料等助
成事業 

該当なし ・対象者 
①生活保護法による被保護世帯 
②重度心身障害者在宅世帯 
③母子・父子世帯 
④65歳以上の独居老人世帯 
⑤世帯全員が70歳以上の老人世帯 
※①については、全世帯対象だが、②～
⑤については、村民税非課税世帯又は
均等割のみの課税世帯を対象としてい
る。 

・助成金額 
①汲取料（全世帯）     全額 
②水道料（市街地のみ） 
生活保護世帯      570円/月
その他の世帯      230円/月

③下水道料（市街地のみ） 
生活保護世帯      650円/月
その他の世帯      260円/月

④個別排水処理施設使用料  260円/月

事業のあり方につい

て、合併時までに調整

する。 

 

現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。

ただし、合併する年度

の翌年度以降３年度

の経過措置により、忠

類地区の対象者に助

成する金額を段階的

に調整し、平成21年３

月31日をもって廃止

する。 

※忠類地区の助成金額 

①平成18年度 

現行の助成金額の75％ 

②平成19年度 

現行の助成金額の50％ 

③平成20年度 

現行の助成金額の25％ 

（10円未満端数切捨）

除雪サービス事業 該当なし 
※社会福祉法人幕別町社会福祉協議会
が、「特別除雪サービス」として 

①歳末見舞金の対象者で、除雪が困難な
単身世帯の高齢者 
②80歳以上の高齢者のみの世帯又は単身
の身体障害者とし、低所得者（生活保
護世帯を除く）であるもの 
を対象に、住宅前の通路等の生活道路の
除雪を行っている。 
 

・事業内容 
積雪が多く除排雪が困難な場合に、冬季
間の生活及び緊急時に支障を来さないよ
う住宅前の通路等生活道路の除雪を行
う。屋根の雪下ろしは屋根に20cm以上の
積雪がある場合に行う。 
・対象者 
①おおむね65歳以上のひとり暮らしの老
人 
②おおむね65歳以上の老人を含む夫婦世
帯でいずれか１人以上が身体又は精神
的になんらかの援護を必要とする世帯
③その他社協会長（事業委託先）が必要
と認めた世帯 

事業内容及び実施方

法について、合併時ま

でに調整する。 

新町において調整す

る。 
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

外出支援サービス

事業 

・名称 

外出支援サービス 

・対象者 

①リフト付ワゴン車 

ｱ.65歳以上の高齢者で、歩行が困難で

あり通常の車両による移動が不可能

である者 

ｲ.身障手帳交付を受けている者で、１

又は２級の下肢障害者及び体幹障害

者並びに１級の視覚障害者で、歩行

の困難で通常の車両による移動が不

可能である者 

②通常のワゴン車 

ｱ.65歳以上ひとり暮らし又は65歳以上

の高齢者世帯に属する者で、身体虚

弱の理由により公共の交通機関で

の移動が困難な者 

ｲ.身障手帳交付を受けている者で、１

又は２級の下肢障害者及び体幹障害

者並びに１級の視覚障害者で、歩行

が困難で公共の交通機関での移動が

困難な者 

・利用範囲 

①利用者の居宅から十勝管内の医療機関

等の通院、退院及び機能回復訓練。た

だし、入院先から他の医療施設等への

通院等は除く。 

②公的機関又は福祉団体が実施する行事

等への参加 

③町又は帯広市への買い物等の社会参加

④その他必要と認められる場合 

該当なし 新町の事業として、合

併時に再編する。 

 

幕別町の例により、

合併時に再編する。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

外出支援サービス

事業 

（つづき） 

・利用回数等 
①原則３回/月、かつ、５回/２ヵ月以内。
ただし、公的機関又は福祉団体が実施
する行事等への参加する場合はその
限りでない。 

②利用時間は、利用者間の調整を図りつ
つ必要に応じて可能な範囲で、月～金
曜日に提供 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

訪問給食サービス

事業 

 

・名称 
食の自立支援サービス 
・対象者 
①65歳以上のひとり暮らし高齢者 
②65歳以上の高齢者世帯に属する者 
③その他必要と認められる者 
 
 
 
 
・実施回数及び利用者負担 
毎週月曜日から土曜日の昼食、夕食（８
月13～15日及び１月１～３日を除く）（１
食400円、遠距離配達加算料200円） 

 

 
 

・名称 
給食サービス 
・対象者 
①おおむね65歳以上のひとり暮らしの老
人 
②おおむね65歳以上の老人を含む夫婦世
帯でいずれか１人以上が身体又は精神
的になんらかの援護を必要とする世帯
③その他社協会長（事業委託先）が必要
と認めた世帯 

・実施回数及び利用者負担 
①宅配サービス 
週４回を限度に夕食（１食400円） 
②昼食交流会 
４～12月に月１回（１回400円） 
③おせち料理 
12月31日（年１回2,000円） 

 
 

事業内容について、合

併時までに調整する。

幕別町の例により、合

併時に統合する。ただ

し、実施回数について

は、新町において調整

する。なお、忠類村の

昼食交流会は、生きが

い活動支援通所事業

として、合併時に再編

し、おせち料理は、合

併時に廃止する。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

寝具乾燥サービス

事業 

 

 

 

・名称 
布団洗濯乾燥サービス 
・概要 
寝具類の洗濯（年１回）及び乾燥サービ
ス（３カ月に１回）を実施する。 
・利用者負担等 
利用者負担はないが、１回のサービスに
つき、対象者１人当たり敷布団、掛け布
団、毛布、丹前などの寝具を計４枚まで
に限定している。 
・対象者 
身体虚弱等の理由により布団乾燥が困難
な者で、次のいずれかに該当する者 
①65歳以上の単身世帯 
②65歳以上の高齢者のみの世帯に属する
者 
③その他必要と認められる者 

 

 
 
 
 
 
 
 

・名称 
布団乾燥サービス 
・概要 
寝具類の乾燥サービスを年２回実施す
る。 
・利用者負担等 
乾燥枚数に規定はないが、１回のサービ
スにつき、対象者１人当たり5,000円を超
えた分は利用者から実費を徴収してい
る。 
・対象者 
①おおむね65歳以上のひとり暮らしの老
人 
②おおむね65歳以上の老人を含む夫婦世
帯でいずれか１人以上が身体又は精神
的になんらかの援護を必要とする世帯
③その他社協会長（事業委託先）が必要
と認めた世帯 

 
 
 
 
 
 
 

事業内容について、合

併時までに調整する。

幕別町の例により、合

併時に統合する。
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

徘徊高齢者家族支
援事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

・事業内容 
徘徊高齢者が徘徊した場合に、人工衛星
を利用した測位システムと携帯電話の電
波を併用したシステムにより、徘徊高齢
者を介護する者が直接、電話等により所
在を検索し、居場所の確認することがで
きる携帯型の電波発信器を貸与する。 
・主な負担区分（税抜き額） 
①町負担 
加入料：     5,000円 
付属品：     2,000円 
月額基本料：  500円/月 
情報提供料（位置検索料） 
電話オペレーター検索 

   200円/回 
インターネット検索 

    100円/回 
②利用者負担 
現場急行料： 10,000円/回 

 

該当なし 
 
 

新町の事業として、合

併時に再編する。 

幕別町の例により、合

併時に再編する。 

緊急通報体制等整

備事業 

 

・事業内容 
①緊急通報用電話機（電話機本体、ワイ
ヤレスリモートスイッチ、ハンズフリ
ーボックスに熱感知器、煙感知器及び
ガス感知器を含む。）を利用者の自宅に
設置し、電話回線で東十勝消防事務組
合幕別消防署と結び、急病や災害等の
事態が発生したときに迅速に対応す
る。（幕別消防署による24時間対応） 

 

・事業内容 
①緊急通報用電話機（電話機本体、ワイ
ヤレスリモートスイッチ、ハンズフリ
ーボックスに熱感知器、煙感知器及び
ガス感知器を含む。）を利用者の自宅
に設置し、電話回線で南十勝消防事務
組合忠類支署と結び、急病や災害等の
事態が発生したときに迅速に対応す
る。（忠類支署による24時間対応） 

 

現行のとおり新町

に引き継ぐものとす

る。ただし、事業内

容については、機器

更新時に調整する。

現行のとおり新町

に引き継ぐものとす

る。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

軽度生活援助事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業内容 
軽度生活支援員が自宅を訪問し、軽度な
家事を援助する 
①掃除 
②洗濯 
③調理 
④外出時の援助 
⑤玄関前の簡易な除雪 
⑥その他在宅のひとり暮らし高齢者等の
自立した生活の維持を可能にし、要介
護状態への進行を防止するために行う
軽度な家事を援助 

・対象 
65歳以上のひとり暮し又は高齢者のみ世
帯に属する者で次のいずれかの者 
①要介護／要支援認定で非該当となっ
たもので、日常生活に支障があるため
に、軽度かつ一時的に生活支援が必要
な者 

②認定を受けていないが退院後まもない
理由にて、居室の掃除等日常生活に支
障があるために一時的な生活支援が
必要と認める者 

③町長が、65歳未満であっても障害等を
事由に日常生活に支障があると認める
者 

・利用回数制限  ２時間/週１回 
・利用者負担     75円/時間 

該当なし 
 
※類似事業 
 「訪問介護事業所」による要介護認定者
以外への訪問介護（生活援助）事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新町の事業として、合

併時に再編する。 

幕別町の例により、合

併時に再編する。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

生活管理指導員派

遣事業 

 

該当なし 該当なし 新町の事業として、合

併時に再編する。

（削除） 

生きがい活動支援

通所事業 

・名称 
生きがい活動通所事業 
・事業内容 
65歳以上で居宅に閉じこもりがちな、要
介護／要支援認定を受けていない者及び
身体の虚弱等の者、又は町長が事業対象
として特に認めた者を対象に、近隣の公
共施設で参加者の希望に応じて健康体操
や趣味活動等を行い、地域との連携の中
で高齢者の社会参加を促進する。 
・開催日 
①陶芸教室         ４回／月
②いきいきエンジョイ教室  ２回／月
・利用者負担 
無料（原材料等の実費は負担） 

・運営方式 

幕別町社会福祉協議会に委託 

該当なし 
 
※類似事業 
「デイサービスセンター」による要介護
認定者以外へのデイサービス事業 

合併時に再編する。 幕別町の例により、合

併時に再編する。 

9 



 
現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

在宅高齢者等介護

手当支給事業 

 

・対象者 

①要介護４又は５と判定された者又はこ

れに相当すると認められる者を在宅に

おいて介護している介護者で、次のい

ずれにも該当している者 

ｱ.介護するに至った日から起算して１

年間、介護保険法に規定する居宅サ

ービス（短期入所生活介護、短期入

所療養介護にあたっては１年間のう

ち７日以内の利用）及び介護保険法

に規定する施設サービスも利用がな

いこと。 

ｲ.介護するに至った日から起算して１

年間、居宅介護福祉用具購入費及び

居宅介護住宅改修費の支給を受けて

いないこと。 

ｳ.介護者の属する世帯の世帯主及び世

帯員が、介護するに至った日から起

算して１年を経過した日の属する年

度（４～６月の場合は前年度）分の

市町村民税が非課税であること。 

②前記ｱ及びｲに規定する１年間の算定に

ついて、要介護者の入院期間が連続３

月未満は在宅扱いとし、３月以上の時

は、入院期間の前後の在宅における介

護期間を合算して算定する。 

・支給金額 

要介護者一人につき 年額100,000円 

・対象者 

①障害老人の日常生活自立度判定基準の

ランクＢ～Ｃに該当し、その状態が６

ヵ月以上継続している者を介護してい

る者 

②痴呆性老人の日常生活自立度判定基準

のランクⅢ、Ⅳ及びＭに該当する者を

介護している者 

③難病患者を介護している者 

④身体障害者手帳１又は２級の交付を受

けた者か又は、重度の知的障害と判定

又は診断された者を介護している者 

⑤介護をする家族がなく、かつ、村長が

特に認めた上記①～④に該当する本人

※いずれも生活保護受給世帯は対象外と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・支給金額 

要介護者一人につき 月額10,000円 

事業内容について、合

併時までに調整する。

幕別町の例により、合

併時に統合する。
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

敬老事業（祝金等） 【敬老祝金】 
・名称 敬老祝金 
・対象者 
９月15日現在幕別町に１年以上在住し、
当該年の12月31日現在で年齢が80歳以上
の者 
 
・支給額 
①80歳以上90歳未満    15,000円 
②90歳以上        20,000円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【敬老祝金】 
・名称 敬老祝金 
・対象者 
９月１日現在（基準日）において、忠類
村に１年以上居住し、住民基本台帳又は
外国人登録法による登録をしている年齢
75歳以上の者 
・支給額 
２万円若しくは２万円相当の商品券等 
 

・名称  米寿祝金 

・対象者 
９月１日現在（基準日）において、忠類
村に１年以上居住し、住民基本台帳又は
外国人登録法による登録をしている88歳
（数え年）に到達する者。 
・支給額 ５万円 
 
 
 
 

敬老祝金及び長寿

祝金については、合併

時に再編する。 

 

敬老祝金について

は、次のとおり合併時

に再編する。ただし、

忠類地区については、

合併する年度の翌年

度以降３年度以内の

経過措置により、敬老

祝金等を段階的に調

整し統一する。 

①敬老祝金 

・対象者 

９月15日現在町内
に１年以上在住し、
当該年の12月31日
現在で年齢が80歳
の者 
・支給額 
 15,000円 
②米寿祝金 
・対象者 
９月15日現在町内
に１年以上在住し、
数え年88歳の者 
・支給額 
 20,000円 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

敬老事業（祝金等）

（つづき） 

   ※ 忠類地区の敬老祝金 

①敬老祝金 

年度 内 容 

H18 
金額 15,000円 

対象 75歳以上 

H19 
金額 10,000円 

対象 75歳以上 

H20 
金額  5,000円 

対象 75歳以上 

②米寿祝金 

年度 内 容 

H18 

金額 40,000円 

対象 大正７年９

月２日から

大正８年12

月31日まで

に生まれた

者 

H19 

金額 30,000円 

対象 数え年88歳

の者  
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

敬老事業（祝金等）

（つづき） 

【長寿祝金】 
・名称  
（町長交際費から支出） 
・対象者 
９月15日を基準とし、幕別町民で100歳到
達者 
 
 

・支給額及び支給日 
祝金50,000円、記念品10,000円相当を満
100歳の誕生日に支給 
 
【敬老会】 
・概要 
①米寿者への記念品贈呈 
②老人クラブ功労者表彰 
③会食 
④アトラクション 
・対象者 
９月15日現在幕別町に居住する者（年齢
制限有り）（「平成17年度に対象者を77歳
以上の者」になるよう、１歳ずつ対象年
齢（基準日９月15日）を上げている。） 
 
・開催場所 
札内スポーツセンター 
 

【長寿祝金】 
・名称  
敬老祝金における特別祝金 
・対象者 
９月１日を基準日として忠類村に１年以
上居住し、住民基本台帳又は外国人登録
法による登録をしている満100歳に到達
した者 
・支給額及び支給日 
祝金100,000円を満100歳となった年の誕
生日に支給 
 
【敬老会】 
・概要 
①米寿者への記念品贈呈 
②会食 
③アトラクション 
 
・対象者 
敬老会当日に忠類村に在住する者（年齢
制限有り）。（「平成18年度に対象者を75
歳以上の者」になるよう、毎年１歳ずつ
対象年齢（基準日12月31日）を上げてい
る。） 
・開催場所 
忠類村コミュニティセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敬老会については、

地域単位で開催する

こととし、事業内容に

ついては、合併時まで

に調整する。

長寿祝金については、

幕別町の例を基準に、

合併時に再編する。 

 

 

 

 

 

 

敬老会については、

地域単位で開催する

こととし、事業内容に

ついては、幕別町の例

を基準に、合併時に再

編し、対象者について

は、幕別町の例によ

り、平成19年度に統合

する。 

 

※平成18年度の 

 忠類地区の対象者 

 平成18年中に満77

歳到達者
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

生活管理指導短期

宿泊事業 

該当なし 該当なし 新町の事業として、合

併時に再編する。

（削除） 

介護用品等給付事

業 

・事業内容及び支給額 
町内販売店にて、月額一人当たり5,000
円を限度に購入した介護用品代につい
て、年２回の支払い時期に支給する。 
・対象介護用品 
①紙おむつ 
②尿取りパット 
③使い捨て手袋 
④清拭剤 
⑤ドライシャンプー 
⑥その他必要と認めるもの 
・対象者 
次のいずれかに該当する者（生活保護法
など、他の制度により同様の給付を受け
ている者は除く） 
①要介護４又は５と判定された者で、常
時介護用品等の使用が必要と認められ
ている者 
②痴呆等により、常時介護用品等の使用
が必要と認められている者 

該当なし 新町の事業として、合

併時に再編する。 

幕別町の例により、合

併時に再編する。 
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

温泉敬老入浴事業

 

該当なし 
 

※老人福祉センターを利用した入浴サービ
ス 
  対象者  65歳以上の高齢者 
  利用料  無料 
  休館日  (１)日曜日 

(２)国民の祝日に関する法
律に規定する休日 

       (３)12月30日から１月６日
まで 

  利用時間 午前10時から午後６時まで 

・名称 
 アルコ236敬老入浴事業 
・目的 
 村民の健康保持増進及び村民相互のふれ
あいと憩いの場として、ナウマン温泉アルコ
236を利活用すべく、70歳以上の高齢者に敬
老無料入浴券を給付する。 
・事業内容 
村は、毎年４月１日から年度末までの間、
敬老無料入浴券(40回分)を、希望する対象者
に給付（年度内１回限り、再発行なし）する。
村は、毎月、利用済入浴券の枚数分（月締
め）に伴う入浴料を、温泉経営者に支出して
いる。 
・平成14年度実績 
   支出額   2,430,750円 
   給付者数     305人 
   延利用者数   6,945人 

事業のあり方につい

て、合併時までに調整

する。

現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。

ただし、合併する年度

の翌年度以降３年度

の経過措置により、忠

類地区の対象者に給

付する無料入浴券の

枚数を段階的に調整

し、平成21年度から事

業の趣旨を尊重し、新

たな手法により実施

する。 

 

※忠類地区の無料入

浴券給付枚数 

平成18年度  30枚 

平成19年度  20枚 

平成20年度  10枚

温泉入浴移送サー

ビス 

該当なし 
 
※老人福祉センターへの入浴移送サービス 
  事業内容  福祉バスを利用し、月２回

６路線で運行 
 

・対象者 
村内の農村地区（市街地以外）に在住する
おおむね65歳以上の者 
・事業内容 
交通手段がないなどの理由により、温泉
（アルコ236）の利用ができない者を対象
に、村の福祉バスによる送迎を行う。 
・実施日 
４月から12月上旬までの間の第２・４金曜
日実施 
 

事業のあり方につい

て、合併時までに調整

する。

現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。

ただし、温泉敬老入浴

事業に合わせて、事業

のあり方について、調

整する。
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現        況 調整の具体的内容 

区 分 
幕別町 忠類村 決定済 再提案 

高齢者世話付住宅

生活援助員派遣事

業 

該当なし 該当なし 現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。

（削除） 

デイサービスセン

ター 

該当なし 
※民間事業者が事業を行っていることから、
設置していない。 
 
 

・名称 
デイサービスセンター 
・営業日 
月曜日～金曜日 
（12月31日～１月５日までを除く） 
・営業時間 
8:45～17:15 
（サービス提供は10:00～16:00） 
・利用料 
①要介護認定者 
ｱ.介護報酬の告示上の額 
ｲ.食材料費の実費相当分（450円） 
②要介護認定者以外 950円/週１回 
・委託先 
忠類村社会福祉協議会 

実施方法について、合

併時までに調整する。

現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。

訪問介護事業所 該当なし 
※民間事業者が事業を行っていることから、
設置していない。 

 

 

・名称 
訪問介護事業所 
・営業日   
月曜日～金曜日 
（12月31日～１月５日までを除く） 
・営業時間 
8:45～17:15 
・利用料 
①要介護認定者 
介護報酬の告示上の額 
②要介護認定者以外 
ｱ.30分以上１時間未満   170円 
ｲ.１時間以上２時間未満  350円 

実施方法について、合

併時までに調整する。

現行のとおり新町に

引き継ぐものとする。
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

生活支援ハウス運

営事業 

該当なし 

 

 

・名称 

高齢者生活福祉センター 

・利用料 

①居住部門利用者負担（月額） 

対象収入による階層区分 
利 用

負担額

A 1,200,000円以下 0円

B 1,200,001円～1,300,000円 1,000円

C 1,300,001円～1,400,000円 2,500円

D 1,400,001円～1,500,000円 4,000円

E 1,500,001円～1,600,000円 5,500円

F 1,600,001円～1,700,000円 7,000円

G 1,700,001円～1,800,000円 8,500円

H 1,800,001円～1,900,000円 10,000円

I 1,900,001円～2,000,000円 11,500円

J 2,000,001円～2,100,000円 13,000円

K 2,100,001円～2,200,000円 14,500円

L 2,200,001円～2,300,000円 16,000円

M 2,300,001円～2,400,000円 17,500円

N 2,400,001円以上 19,000円

②入居者の管理費等 

ｱ.単身者      10,000円 

ｲ.夫婦世帯     15,000円 

ｳ.各居室の電気料    実費 

③入居者の給食利用料 

350円/食（昼食のみ対応） 

④家族交流室使用料  該当なし 

施設間のサービス及

び機能の違いがある

ため、それぞれ現行の

とおり新町に引き継

ぐものとする。 

現行のとおり新町

に引き継ぐものとす

る。 
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現        況 調整の具体的内容 
区 分 

幕別町 忠類村 決定済 再提案 

生活支援ハウス運

営事業（つづき）

該当なし 

 

 

・対象者 

①おおむね65歳以上のひとり暮らしの者

及び夫婦のみの世帯であって、高齢等の

ため独立して生活することに不安があ

る者 

②その他村長が特に必要と認める者 

・利用の解除基準 

①独立して生活することができなくなっ

た者 

②自歩行及び自炊ができなくなった者 

③利用料が負担できなくなった者 

④常時、医療管理下に入った者 

⑤感染症疾患、精神性疾患を有した者 

⑥重度の痴呆のため徘徊等問題行動が生

じた者 

⑦他人に迷惑を及ぼす者 

⑧村長が不適当と認める者 

・夜間管理状況 

住込みの管理人がいる。 

  

在宅介護支援セン

ター運営事業 

【基幹型支援センター】 

保健福祉センター内に設置 

※国の補助基準上の「基幹型」 

【地域型支援センター】 

社会福祉法人幕別真幸協会及び社会福祉

法人幕別町社会福祉協議会の２カ所に委

託している。 

【基幹型支援センター】 

ふれあいセンター福寿内に設置 

※国の補助基準上の「小規模型」 

【地域型支援センター】 

該当なし 

基幹型支援センタ

ーについては、合併時

に統合する。 

地域型支援センタ

ーについては、基幹型

支援センターの統合

に伴い、合併時に再編

する。

基幹型支援センタ

ーについては、幕別地

域に１カ所設置する。 

地域型支援センタ

ーについては、幕別地

域に２カ所、忠類地域

に１カ所設置する。
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「協議第36号 住民自治充実のための取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 ６ 住民自治充実のための取扱い 

調整の内容 

 

地域住民の意向を行政に反映させ、住民と行政の協働を基調とするまちづくりを推進するため、条例で、新町の区域を分け

た区域を単位として地域住民会議（仮称）を設置することができるものとし、本庁及び総合支所に地域住民会議の事務局を担

当する部署を置くものとする。 

また、総合支所の長については、１任期に相当する期間に限り、一般職の職員に代えて助役を置くものとする。 
 

 
 

1
9
 



（参考） 

 

幕別町地域住民会議条例（案） 

 

（設置） 

第１条 地域住民の意向を行政に反映させ、行政と地域住民が協働して地域づくり

を推進するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項に規定

する町長の附属機関として、地域住民会議（以下「住民会議」という。）を置く。 

（設置単位） 

第２条 住民会議は、町の区域を分けた区域を単位として設置することができる。 

（所掌事務） 

第３条 住民会議は、当該区域に係る次に掲げる事項のうち、町長から諮問された

もの又は必要と認めるものについて、審議し、町長に意見を述べることができる。 

⑴ 町の施策及び予算に関すること。 

⑵ 町の各種計画に関すること。 

⑶ 市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第５条に規定する

市町村建設計画の変更に関すること。 

⑷ 町と当該区域の住民又は団体との連携の強化に関すること。 

⑸ その他町長が必要と認めること。 

（組織） 

第４条 住民会議は、15人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、当該区域に住所を有する者で、次の各号に掲げるもののうちから、町

長が委嘱する。 

⑴ 行政区の長 

⑵ 公共的団体に所属する者で当該団体が推薦する者 

⑶ 識見を有する者 

⑷ 公募による者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合に

おける補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、当該区域に住所を有しなくなったとき又は公共的団体が推薦を取り消

したときは、その職を失う。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 住民会議に委員長１名、副委員長２名を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、住民会議を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたとき

は、委員長があらかじめ指定した順位により、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 住民会議は、次の各号に掲げる場合に、委員長が招集する。 

⑴ 町長又は委員長が必要と認めるとき。 
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⑵ 委員の４分の１以上の者から招集の請求があるとき。 

２ 委員長は、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事項をあらかじめ委

員に通知しなければならない。 

３ 委員長は、必要があるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意見

を聴くことができる。 

 （会議の運営） 

第８条 会議は、委員の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮ってこれ

を定める。 

４ 会議は、公開とする。 

（答申及び意見の尊重） 

第９条 町長は、第３条に規定する住民会議の答申及び意見を尊重し、当該地域の

振興に努めるものとする。 

（報酬及び費用弁償） 

第10条 住民会議の委員の報酬及び費用弁償については、幕別町の特別職の職員で

非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和46年条例第３号）の規定の例

による。 

（庶務） 

第11条 住民会議の庶務は、本庁及び総合支所の企画又は地域振興担当部署におい

て処理する。 

（委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、住民会議の運営に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

※ 公布の日＝合併期日 
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住民自治充実のための取扱いに関する法令 

 

○地方自治法（昭和22年法律第67号） 

 

（委員会・委員の設置） 

第138条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律

の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共

団体の条例若しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、

規則その他の規程を定めることができる。 

③ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関と

して自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査

のための機関を置くことができる。ただし、政令で定める執行機関については、この

限りでない。 

 

（職務・組織・設置） 

第202条の３ 普通地方公共団体の執行機関の附属機関は、法律若しくはこれに基く政令

又は条例の定めるところにより、その担任する事項について調停、審査、審議又は調

査等を行う機関とする。 

② 附属機関を組織する委員その他の構成員は、非常勤とする。 

③ 附属機関の庶務は、法律又はこれに基く政令に特別の定があるものを除く外、その

属する執行機関において掌るものとする。 

 

 

 

 



「協議第37号 一部事務組合等の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 13 一部事務組合等の取扱い 

調整の内容 

１ 北海道市町村職員退職手当組合、北海道市町村総合事務組合、北海道市町村備荒資金組合、北海道町村議会議員公務災

害補償等組合、十勝圏複合事務組合及び南十勝消防事務組合については、忠類村は合併の日の前日をもって脱退する。 

２ 南十勝３町村複合事務組合については、忠類村は合併の日の前日をもって脱退し、新町として合併の日に加入する。 

３ 南十勝介護認定審査会については、忠類村は合併の日の前日をもって脱退する。 

 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合 

 

【北海道市町村職員退職手当組合】 

・設立年月日 

  昭和32年１月１日 

・事務所の所在地 

  札幌市中央区北４条西６丁目２番地 北海道自治会館内 

・構成市町村 

  道内313の市町村及び一部事務組合等 

・設置目的 

  組合を組織する市町村の職員に対する退職手当の支給に関する事務の共同処理と、市町村職員の

 福祉の増進をはかり市町村の財政の安定と健全化に寄与することを目的とする。 

・処理事務 

  組合市町村の職員に対する退職手当の支給に関する事務の共同処理 

・負担金額（平成15年度決算額） 

  幕別町 175,325千円 

  忠類村  40,410千円 

北海道市町村職員

退職手当組合につい

ては、忠類村は合併の

日の前日をもって脱

退する。 

2
3

 



 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【北海道市町村総合事務組合】 

・設立年月日   平成７年４月１日 

・事務所の所在地 札幌市中央区北４条西６丁目２番地 北海道自治会館内 

・構成市町村   道内315の市町村及び一部事務組合等 

・設置目的 

  組合構成団体の次項に掲げる事務の共同処理 

・処理事務 

 ① 消防組織法（昭和22年法律第226号）第15条の７第１項の規定による非常勤消防団員に係る損害

補償に関する事務 

 ② 消防法（昭和23年法律第186号）第36条の３第１項の規定による消防作業に従事した者又は救急

業務に協力した者に係る損害補償に関する事務 

 ③ 水防法（昭和24年法律第193号）第６条の２第１項の規定による非常勤の水防団長又は水防団員

に係る損害補償に関する事務 

 ④ 水防法第34条の規定による水防に従事した者に係る損害補償に関する事務 

 ⑤ 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第84条第１項の規定による応急措置業務に従事した者

に係る損害補償に関する事務 

 ⑥ 消防組織法第15条の８の規定による非常勤消防団員に係る退職報償金支給に関する事務 

 ⑦ 非常勤消防団員に係る償じゅつ金授与に係る事務 

 ⑧ 水防法（昭和24年法律第193号）第６条の２第１項の規定による非常勤の水防団長又は水防団員

に係る損害補償に関する事務 

 ⑨ 地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第69条の規定に基く非常勤の職員の公務上の災

害又は通勤による災害に対する補償に関する事務 

 ⑩ 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和32年法律第

143号）第２条の規定に基く非常勤の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務上の災害に対する

補償に関する事務 

  ※ ⑨、⑩の事務のみ２町村とも共同処理を行っている。 

・負担金額（平成15年度決算額） 

  幕別町 1,396千円 

  忠類村   237千円 

北海道市町村総合

事務組合については、

忠類村は合併の日の

前日をもって脱退す

る。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

 

【北海道市町村備荒資金組合】 

・設立年月日 

  昭和31年２月１日 

・事務所の所在地 

  札幌市中央区北４条西６丁目２番地 北海道自治会館内 

・構成市町村名 

  道内212市町村 

・設置目的 

  組合を組織する市町村の災害による減収の補てんに関する事務及び災害応急復旧事業の費用に充

てるための積立金に関する事務を共同処理し、もって相互の福祉増進をはかり市町村の財政の安定

と健全化に寄与すること。 

・処理事務 

① 普通納付金の災害支消 

② 災害対策資金（無利子）の貸付 

③ 短期資金貸付 

④ 車両譲渡事業 

⑤ 防災資機材譲渡事業 

⑥ 地域整備促進事業資金（地方債資金）貸付 

 

 

北海道市町村備荒

資金組合については、

忠類村は合併の日の

前日をもって脱退す

る。 

 

2
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現              況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

【北海道町村議会議員公務災害補償等組合】 

・設立年月日 

 昭和43年５月１日 

・事務所の所在地 

 札幌市中央区北４条西６丁目２番地 北海道自治会館内 

・構成市町村名 

  道内の305の町村及び一部事務組合等 

・設置目的 

地方公務員災害補償法第７章の規定に基づき、北海道町村議会議員に対する公務災害補償等に関

する事務を共同処理し、もって町村議会議員の職責及び活動に対する福祉制度を行政的財政的両面

から総合的に統一完備することによって、町村財政の安定と健全化をはかり、併せて、地方公務員

等共済組合法第11章の規定に基づく町村議会議員共済会に関する事務と相互調整をはかることに

よって、本制度の健全なる運営をはかることを目的とする。 

・処理事務 

組合町村の議会の議員の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償に関する事務を共同処

理する。 

・負担金額（平成15年度決算額） 

  幕別町 87千円（3,450円×25人＝86,250円） 

  忠類村 35千円（3,450円×10人＝34,500円） 

 

 

北海道町村議会議

員公務災害補償等組

合については、忠類村

は合併の日の前日を

もって脱退する。 

2
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

【十勝圏複合事務組合】 

・設立年月日 

  平成元年11月24日 

・事務所の所在地 

  帯広市西５条南７丁目１番地 帯広市役所内 

・構成市町村 

  管内20市町村 

・設置目的 

組合構成団体の次項に掲げる事務の共同処理 

・処理事務 

①十勝広域市町村圏の総合的な振興計画の策定及び施策の推進並びに地域の振興整備に

ついての連絡調整に関する事務 

②高等看護学院及び附属施設の設置、維持管理、運営に関する事務 

③教育研修センターの設置、維持管理・運営に関する事務 

・負担金額（平成15年度決算額） 

      広域事業分  看護学院分  研修ｾﾝﾀｰ運営分 研修ｾﾝﾀｰ建設分   合 計 

  幕別町  2,673千円   6,545千円    1,464千円   31,010千円   41,692千円 

  忠類村   581千円   1,200千円      498千円      730千円    3,009千円 

 

 

十勝圏複合事務組

合については、忠類村

は合併の日の前日を

もって脱退する。 

2
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

【十勝環境複合事務組合】 

・設立年月日 

 昭和59年４月１日 

・事務所の所在地 

 帯広市西５条南７丁目１番地 帯広市役所内 

・構成市町村 

 管内14市町村（帯広市、音更町、士幌町、上士

幌町、鹿追町、新得町、清水町、芽室町、中札

内村、更別村、幕別町、池田町、豊頃町、浦幌

町） 

・設置目的 

 組合を組織する市町村のごみ・し尿処理及び下

水道施設の管理運営に係る共同事務を行い、財

政の安定と健全化に寄与することを目的とす

る。 

・処理事務及び関係市町村 

 ①し尿処理施設の設置及び管理運営に関する

事務 

（関係市町村：14市町村） 

 ②ごみ処理施設及び最終処分場の設置及び管

理運営に関する事務 

  （関係市町村：帯広市、音更町、芽室町、中
札内村、更別村、幕別町、豊頃町） 

 ③十勝川流域下水道施設の管理運営に関する

事務 

  （関係市町村：帯広市、音更町、芽室町、幕

別町） 

・負担金額（平成15年度決算額） 

 182,109千円 

【南十勝３町村複合事務組合】 

・設立年月日 

 昭和44年２月４日 

・事務所の所在地 

 広尾郡大樹町字石坂543番地の１ 

・構成市町村 

 管内３町村 

（大樹町、広尾町、忠類村） 

 

・設置目的 

 組合を組織する町村のごみ・し尿処理及び火葬

場の管理運営に係る共同事務を行い、財政の安

定と健全化に寄与することを目的とする。 

・処理事務及び関係町村 

 ①し尿処理施設の設置及び管理運営に関する

事務 

（関係町村：大樹町、広尾町、忠類村） 
  ※平成17年度から十勝環境複合事務組合に加入

し、共同処理を行う予定。 

 ②ごみ処理施設及び最終処分場の設置及び管

理運営に関する事務 

  （関係町村：大樹町、広尾町、忠類村） 

 ③小動物焼却処理施設の設置及び管理に関す

る事務 

  （関係町村：大樹町、広尾町、忠類村） 

 ④火葬場の設置及び管理運営に関する事務 

  （関係町村：大樹町、忠類村） 

・負担金額（平成15年度決算額） 

 45,781千円 

南十勝３町村複合

事務組合については、

忠類村は合併の日の

前日をもって脱退し、

新町として合併の日

に加入する。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

 ・財産 

 ①公共用財産 

  その他の施設 

   土地       46,001㎡ 

   建物        4,191㎡ 

   （木造233㎡、非木造3,958㎡） 

 ②物品 

   小型貨物自動車    ３台 

   ダンプ        １台 

   タイヤショベル    １台 

   小型特殊自動車    １台 

   （フロンガス回収車） 

   フォークリフト    １台 

     計        ７台 

 ③地方債残高        （単位：千円）

 元 金 利 子 合 計 

 1,119,173 97,005 1,216,178

（うち忠類分) 111,917 9,700 121,618
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

【東十勝消防事務組合】 

・設立年月日 

  昭和45年９月１日 

・事務所の所在地 

  中川郡幕別町錦町90番地 

・構成市町村 

  管内４町（幕別町、池田町、豊頃町、浦幌町）

 

・派遣職員 

消防本部消防長は幕別町から出向 

本部職員５名は幕別消防署から出向 

・処理事務 

消防に関する事務を共同処理する 

・負担金額（平成15年度決算額） 

   477,394千円 

・財産（平成15年度末） 

 ①公有財産 

   土地    1,309㎡ 

   建物   11,362㎡(うち幕別分4,383㎡)

   （木造1,087㎡、非木造10,275㎡） 

 ②防火水槽 203基(うち幕別分54基) 

 ③物品〔（ ）はうち幕別分〕 

   消防ポンプ自動車    29台(９台) 

   救急自動車       ６台(２台) 

   小型動力ポンプ     14台(２台) 

   小型動力付ポンプ積載車 ６台(１台) 

   小型動力ポンプ付水槽車 ７台(２台) 

   救助工作車       ２台(１台) 

   林野火災工作車     １台 

 

【南十勝消防事務組合】 

・設立年月日 

  昭和46年２月25日 

・事務所の所在地 

  広尾郡広尾町並木通東４丁目４番地 

・構成市町村 

  管内５町村（広尾町、大樹町、忠類村、更別

村、中札内村） 

・派遣職員 

消防本部消防長は広尾町から出向 

本部職員５名は広尾消防署から出向 

・処理事務 

消防に関する事務を共同処理する 

・負担金額（平成15年度決算額） 

   173,950千円 

・財産（平成15年度末） 

 ①公有財産 

   土地   23,631㎡ 

   建物    7,837㎡(うち忠類分558㎡) 

   （木造259㎡、非木造7,578㎡） 

 ②防火水槽 189基(うち忠類分18基) 

 ③物品〔（ ）はうち忠類分〕 

   消防ポンプ自動車    22台(２台) 

   救急自動車       ６台(１台) 

   小型動力ポンプ     ３台 

   小型動力付ポンプ積載車 ３台(２台) 

   小型動力ポンプ付水槽車 ３台 

   救助工作車       １台 

   林野火災工作車     ０台 

 

南十勝消防事務組

合については、忠類村

は合併の日の前日を

もって脱退する。 

3
0



現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

一部事務組合（つ

づき） 

 

   指揮車・広報車・連絡車・その他 

               28台(８台) 

 ④地方債残高        （単位：千円）

 元 金 利 子 合 計 

 838,638 151,684 990,322

（うち幕別分) 333,148 92,047 425,195 

 

   指揮車・広報車・連絡車・その他 

               16台(１台) 

 ④地方債残高        （単位：千円）

 元 金 利 子 合 計 

 932,293 220,173 1,152,466

（うち忠類分) 22,710 1,411 24,121 

 

機関の共同設置 【東十勝介護認定審査会】 

・設立年月日 

  平成11年７月１日 

・事務所の所在地 

  中川郡幕別町新町122番地の１ 幕別町保健

福祉センター内 

・構成市町村 

  管内４町（幕別町、池田町、豊頃町、浦幌町）

 

・設置目的 

介護保険制度における審査及び判定等（審査

判定業務）を行うため、介護認定審査会を共同

で設置し、審査会委員の確保を容易にするとと

もに、審査判定業務の公平性と、事務処理の効

率化を目的とする。 

・処理事務 

 介護保険制度における審査及び判定等（審査

判定業務） 

・負担金額（平成15年度決算額） 

   4,103千円 

 

 

【南十勝介護認定審査会】 

・設立年月日 

  平成11年７月１日 

・事務所の所在地 

  広尾郡広尾町西４条７丁目１番地１ 広尾

町役場内 

・構成市町村 

  管内５町村（広尾町、大樹町、忠類村、更別

村、中札内村） 

・設置目的 

介護保険制度における審査及び判定等（審査

判定業務）を行うため、介護認定審査会を共同

で設置し、審査会委員の確保を容易にするとと

もに、審査判定業務の公平性と、事務処理の効

率化を目的とする。 

・処理事務 

介護保険制度における審査及び判定等（審査

判定業務） 

・負担金額（平成15年度決算額） 

   2,095千円 

 

 南十勝介護認定審

査会については、忠類

村は合併の日の前日

をもって脱退する。 

3
1
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一部事務組合等の取扱いに関する法令 
 

〇地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（機関等の共同設置） 

第252条の７ 普通地方公共団体は、協議により規約を定め、共同して、第138条の４第１項

に規定する委員会若しくは委員、同条第３項に規定する附属機関、普通地方公共団体の長、

委員会若しくは委員の事務を補助する吏員、書記その他の職員又は第174条第１項に規定

する専門委員を置くことができる。ただし、政令で定める委員会については、この限りで

ない。 

２ 前項の規定による執行機関、附属機関若しくは職員を共同設置する普通地方公共団体の

数を増減し、若しくはこれらの執行機関、附属機関若しくは職員の共同設置に関する規約

を変更し、又はこれらの執行機関、附属機関若しくは職員の共同設置を廃止しようとする

ときは、関係普通地方公共団体は、同項の例により、協議してこれを行わなければならな

い。 

３ 第252条の２第２項及び第３項本文の規定は前２項の場合に、同条第４項の規定は第１

項の場合にこれを準用する。 

（組合の種類及び設置） 

第284条 地方公共団体の組合は、一部事務組合、広域連合、全部事務組合及び役場事務組

合とする。 

２ 普通地方公共団体及び特別区は、第６項の場合を除くほか、その事務の一部を共同処理

するため、その協議により規約を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、そ

の他のものにあっては都道府県知事の許可を得て、一部事務組合を設けることができる。

この場合において、一部事務組合内の地方公共団体につきその執行機関の権限に属する事

項がなくなったときは、その執行機関は、一部事務組合の成立と同時に消滅する。 

３ 普通地方公共団体及び特別区は、その事務で広域にわたり処理することが適当であると

認めるものに関し、広域にわたる総合的な計画（以下「広域計画」という。）を作成し、

その事務の管理及び執行について広域計画の実施のために必要な連絡調整を図り、並びに

その事務の一部を広域にわたり総合的かつ計画的に処理するため、その協議により規約を

定め、前項の例により、総務大臣又は都道府県知事の許可を得て、広域連合を設けること

ができる。この場合においては、同項後段の規定を準用する。 

（組織、事務及び規約の変更） 

第286条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは共同処理す

る事務を変更し、又は一部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体

の協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものに

あっては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次条第１項第１号、第４

号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとするときは、こ

の限りでない。 

（解散） 

第288条 一部事務組合を解散しようとするときは、関係地方公共団体の協議により、第284

条第２項の例により、総務大臣又は都道府県知事に届出をしなければならない。 

（財産処分） 

第289条 第286条又は前条の場合において、財産処分を必要とするときは、関係地方公共団

体の協議によりこれを定める。 

（議会の議決を要する協議） 

第290条 第284条第２項、第286条、第288条及び前条の協議については、関係地方公共団体

の議会の議決を経なければならない。 
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○市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号） 

（一部事務組合等に関する特例） 

第９条の２ 市町村の合併によりその区域の全部が新たに設置される合併市町村の区域の

一部となり、又はその区域の全部が他の合併関係市町村（以下この項において「編入を

する市町村」という。）に編入される合併関係市町村のうちに地方自治法第284条第２項

又は第３項の規定により合併関係市町村以外の地方公共団体（以下この項及び次条第４

項第１号において「他の地方公共団体」という。）と一部事務組合又は広域連合（これ

らのうち当該編入をする市町村の加入していないものに限る。）を組織しているものが

ある場合においては、当該一部事務組合又は当該広域連合は、すべての合併関係市町村

及び当該他の地方公共団体の協議により、当該一部事務組合若しくは当該広域連合を組

織する地方公共団体の数を減少し若しくは共同処理し若しくは処理する事務を変更し、

又は当該一部事務組合若しくは当該広域連合の規約を変更して、市町村の合併の日にお

いて当該一部事務組合又は当該広域連合を当該合併市町村及び当該他の地方公共団体

が組織する一部事務組合又は広域連合とすることができる。この場合においては、同法

第286条第１項本文又は第291条の３第１項本文の規定の例により、総務大臣又は都道府

県知事の許可を受けなければならない。 

２ 地方自治法第290条又は第291条の３第２項、第５項及び第６項並びに第291条の11並び

に第293条第１項の規定は、前項の場合について準用する。 

第９条の３ 市町村の合併（当該市町村の合併によりすべての合併関係市町村の区域の全

部が一の合併市町村の区域の全部となるものに限る。以下この条において同じ。）の日

の前日において、当該市町村の合併に係るすべての合併関係市町村が地方自治法第284

条第２項又は第３項の規定により合併関係市町村以外の地方公共団体（以下この項にお

いて「他の地方公共団体」という。）と同一の一部事務組合又は広域連合を組織してい

る場合においては、同法第286条第１項本文又は第291条の３第１項本文の規定にかかわ

らず、当該市町村の合併の日から当該一部事務組合又は当該広域連合の規約が変更され

る日（当該市町村の合併の日から起算して六月を経過する日までの間に当該規約の変更

が行われない場合にあつては、当該六月を経過する日）までの間に限り、当該一部事務

組合又は当該広域連合を当該合併市町村及び当該他の地方公共団体が組織する一部事

務組合又は広域連合とみなし、当該一部事務組合又は当該広域連合は、当該合併市町村

の区域における事務について、従前の例により行うものとする。 

２ 前項の場合における議員の定数に関する一部事務組合又は広域連合の規約の規定の適

用については、当該規約において当該一部事務組合又は当該広域連合を組織する市町村

について定められた議員の定数がすべての市町村について、同一の数である場合にあつ

ては当該同一の数が、同一の数でない場合にあつては当該規約において合併関係市町村

について定められた議員の定数を合算して得た数が、当該規約に当該合併市町村の議員

の定数として定められているものとみなす。 

３ 第１項の場合における経費の分賦金に関する一部事務組合又は広域連合の規約の規定

の適用については、当該規約において当該一部事務組合又は当該広域連合を組織するす

べての市町村が均等に経費を負担するものと定められている場合にあつては当該規約

に当該合併市町村及び当該一部事務組合又は当該広域連合を組織する合併関係市町村

以外の市町村が均等に経費を負担するものと定められているものとみなし、その他の場
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合にあつては当該規約に当該規約において合併関係市町村について定められた経費の

分賦金の額を合算して得た額が当該合併市町村の経費の分賦金の額として定められて

いるものとみなす。 

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。  

１ 前条第一項の規定により市町村の合併の日において当該一部事務組合又は当該広

域連合を当該合併市町村及び当該他の地方公共団体が組織する一部事務組合又は広

域連合とする場合 

２ 次条第２項の規定により通知を受けた日の翌日から起算して30日を経過する日（そ

の日が市町村の合併の日以後の日である場合にあつては、当該市町村の合併の日の前

日）又は市町村の合併の日から起算して30日前の日のうちいずれか遅い日までに当該

一部事務組合又は当該広域連合を組織する地方公共団体から当該一部事務組合の管

理者（地方自治法第287条の２第２項の規定により管理者に代えて理事会を置く同法

第285条の一部事務組合にあつては、理事会。次項及び次条において同じ。）又は当該

広域連合の長に第一項の規定の適用について異議の申出があつた場合 

３ 市町村の合併の日前に地方自治法第286条第１項本文又は第291条の３第１項本文

の規定により当該一部事務組合又は当該広域連合を組織する地方公共団体の数の減

少に係る当該一部事務組合又は当該広域連合の規約の変更であつて合併関係市町村

に係るものが行われた場合 

５ 前項第２号の異議の申出があつた場合には、一部事務組合の管理者又は広域連合の長

は、直ちに、その旨を当該一部事務組合又は当該広域連合を組織する地方公共団体（当

該異議の申出をした地方公共団体を除く。）の長に通知しなければならない。 

６ 第２項及び第３項に定めるもののほか、第１項の場合における一部事務組合又は広域

連合の規約の規定の適用関係その他必要な事項は、政令で定める。 

第９条の４ 合併関係市町村の長は、地方自治法第284条第２項又は第３項の規定により合

併関係市町村以外の地方公共団体（次項において「他の地方公共団体」という。）と一

部事務組合又は広域連合を組織している場合において、市町村の合併について同法第７

条第１項又は第３項の規定による申請を行つたときは、直ちに、その旨を当該一部事務

組合の管理者又は当該広域連合の長に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により通知を受けた一部事務組合の管理者又は広域連合の長は、直ちに、

その旨を当該一部事務組合又は当該広域連合を組織する他の地方公共団体の長に通知し

なければならない。 
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先進事例 

 

■ 廿
はつ

日
か

市
いち

市
し

（広島県） 

(1) 佐伯町及び吉和村は、それぞれ加入している一部事務組合から、合併の日の前日をも

って脱退する。ただし、吉和村が加入している山県郡西部衛生組合及び山県西部消防組

合については、吉和村の地位を継承する形で廿日市市が合併の日に当該組合に加入する

ものとする。 

(2) 佐伯町及び吉和村は、広島県西部介護認定審査会から、合併の日の前日をもって脱退

する。 

(3) 佐伯町及び吉和村が他の地方公共団体に委託している事務については、合併の日の前

日をもって事務の委託を廃止する。ただし、佐伯町が大竹市に委託しているし尿処理に

係る事務については、佐伯町の地位を継承する形で廿日市市が合併の日に大竹市に事務

の委託をするものとする。 

 

■ 府
ふ

中
ちゅう

市
し

（広島県） 

(1) 府中市と上下町が加入している一部事務組合等については、合併の前日をもって上下

町は脱退するものとします。 

(2) 上下町が加入している甲双衛生組合については、合併の前日をもって脱退するものと

し、合併時に府中市が新たに加入するものとします。 

(3) 上下町が加入している広島県市町村公務災害補償組合及び広島県市町村退職手当組合

については、合併の前日をもって脱退するものとします。 

 

■ 常
ひ

陸
たち

大
おお

宮
みや

市
し

（福島県） 

(1) 大宮地方広域組合で行っている消防業務、及び消防に関する財産（負債を含む。）につ

いては、すべて新市に引き継ぐものとする。 

また、消防業務に関係する職員の取扱いについては、新市の一般職の職員として引き

継ぐものとする。 

(2) 山方町、美和村、緒川村、御前山村は、加入している大宮地方広域組合、茨城県市町

村総合事務組合、及び茨城租税債権管理機構を合併の日の前日をもって脱退する。 

(3) 山方町、美和村、緒川村は、加入している大宮地方環境整備組合、茨城北農業共済事

務組合を合併の日の前日をもって脱退する。 

(4) 御前山村は、加入している城北地方広域事務組合、水戸地方農業共済事務組合を合併

の日の前日をもって脱退し、新市において合併の日に当該組合に加入する。 

(5) 御前山村は、加入している水戸地方広域市町村圏事務組合、水戸地方広域市町村圏協

議会を合併の日の前日をもって脱退する。 

(6)～(9)  略 

 

■ 関
せき

市
し

（岐阜県 合併予定-平成17年２月７日） 

１ 洞戸村、板取村、武儀町、上之保村及び武芸川町がそれぞれ加入している一部事務組合

から、合併の日の前日をもって脱退する。 

２ 洞戸村、板取村及び武芸川町が加入する岐北衛生施設利用組合は、合併の日の前日をも

って脱退し、新市が合併の日をもって当該組合に加入する。 

 



「協議第38号 事務組織及び機構の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 15 事務組織及び機構の取扱い 

調整の内容 

 新町における事務組織及び機構については、以下の「新町における事務組織・機構の整備方針」に基づき整備するものとす

る。ただし、新町においては、常にその組織及び運営の見直し、効率化に努めるとともに、段階的に組織・機構の規模等につ

いて、適正化を図るものとする。 

 

○ 新町における事務組織・機構の整備方針 

１ 総括方針 

 ① 新町移行後も住民サービスの低下をきたさないよう十分に配慮した組織機構 

 ② 住民が利用しやすい、わかりやすい組織機構 

 ③ 住民の声を適正に反映することのできる組織機構 

 ④ 簡素で効果的な組織機構 

 ⑤ 新町建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

 ⑥ 指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組織機構 

 ⑦ 地方分権に柔軟に対応できる組織機構 

 ⑧ 新たな行政課題に速やかに対応できる組織機構 

２ 個別整備方針 

 ① 新町の組織は本庁、総合支所、支所及び出張所とし、２町村の現庁舎を有効活用する。 

 ② 幕別町役場を本庁とし、忠類村役場を総合支所として設置する。 

 ③ 本庁は、町全体に係る施策、総合的な調整事務、管理事務及び総合支所の所管する区域以外の町域に関する事務を所

掌する。 

   総合支所は、忠類村の区域を所管区域とし、本庁において処理する事務を除き、住民サービスを提供する総合行政機

関とするとともに、地域の拠点として、所管区域を対象とした地域振興策及び新町建設計画に盛り込まれた施策の推進

を所掌する。 

 ④ 幕別町の支所、出張所は現行のまま存続する。 
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現        況 
幕別町 忠類村 

 

         総務部  総務課－総務係 職員係 財政係 経理係 

                  管財係 地籍係 

             －札内支所－総務係 住民係 

             －糠内及び駒畠出張所 

              税務課－住民税係 資産税係 納税係 

        －企画室  企画情報担当 

              市町村合併担当 

        －民生部  保健福祉ｾﾝﾀｰ－社会福祉係 高齢者福祉係 

町 長  助 役              介護保険係 介護支援係 

                     保健予防係 栄養指導係 

              町民課－国保医療係 住民年金係  

                  環境衛生係 交通防災係 児童係 

        －経済部  農林課－農政係 林務係 畜産係 牧場係 

             －商工観光課－商工振興係 開発振興係 

                    観光労働係 

             －土地改良課－管理係 耕地係 農村整備係 

              農業振興担当 

        －建設部  土木課－土木係 管理係 

             －都市計画課－計画係 都市整備係 開発調整係 

             －施設課－建築係 建築指導係 住宅係 

              車両センター－管理係 維持係 運行係 

         水道部  水道課－庶務係 下水道事業係  

                  水道工務係 管理係 

     収入役      会計課－会計係 

 

          総務課－庶務係 管財係 

 

         －企画課－企画係 地籍調査係 政策評価係 

 

         －住民課－住民係 国保医療係 環境衛生係 税務係 

 

         －保健福祉課－社会福祉係 在宅支援係 保健指導係 

                ふれあいセンター福寿管理係 

村 長  助 役          

 

         －産業課－農政係 畜産係 林業係 商工労働係 

 

         －建設課－土木係 土地改良係 建築係 

              水道係 車両係 

 

          出納課－出納係 
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現        況 
幕別町 忠類村 

 

教育委員会－教育長－教育部長  学校教育課－総務係 学校教育係 

               －学校給食センター－業務係 

               －生涯学習課－社会教育係 郷土文化係 

                      社会体育係 文化振興係  

                図書館－図書係 

 

議 会       議会事務局－議事課－議事係 庶務係 

 

農業委員会           農業委員会事務局－農地振興係 

 

監査委員            監査委員事務局  

 

 

教育委員会－教育長－教育次長－総務係 学校教育係 社会教育係 

                体育振興係 ナウマン象記念館管理係 

                学校給食センター管理係 

 

 

 

議 会       議会事務局  

 

農業委員会     農業委員会事務局－農地係 振興係 

 

監査委員      監査委員事務局  
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（参考）　事務組織機構のイメージ

【
本
庁

】

総務課
合併時配置数 18 【

忠
類
総
合
支
所

】

総務課
合併時配置数 4

H16.4.1配置数 16 H16.4.1配置数 12
職員の人事及び給与、儀式、褒賞及び表彰、議
会及び行政一般、財政及び財務、財産の取得、
管理、処分（他課の主管に属するものを除く。）、
地籍調査

支所の庶務、公共施設の管理（他課の主管に属
するものを除く。）、地籍調査、税の徴収

総
務
部
長
支
所
長

札内支所
合併時配置数 6
H16.4.1配置数 6

糠内及び駒畠出
張所

合併時配置数 1
H16.4.1配置数 1

税務課
合併時配置数 13 部ごとの計

H16.4.1配置数 11 総務
(1)　税に関すること。
(2)　税外諸収入金に関すること。

45
48

企画情報担当参
事

合併時配置数 8
地域振興課

合併時配置数 3
H16.4.1配置数 7 H16.4.1配置数 6

企
画
室
長

総合企画及び総合調整、町勢振興、土地利用、
住民活動、行政区、パークゴルフの振興、広報
広聴、電子計算機の管理、統計調査

地域の振興及び総合調整、住民活動、行政区、
広報広聴、電子計算機の管理、統計調査、地域
自治組織

町
長

助
役

総
合
支
所
長

副
支
所
長

企画
市町村合併担当
参事

合併時配置数 4 16
H16.4.1配置数 3 17

（
部
長
職

）

保健福祉センター
合併時配置数 21 （

特
別
職

）

保健福祉課
合併時配置数 10

H16.4.1配置数 21 H16.4.1配置数 11
民
生
部
長

社会福祉（児童福祉を除く。）、高齢者福祉、介
護保険、栄養指導、保健医療

社会福祉（児童福祉を除く。）、高齢者福祉、介
護保険（賦課を除く。）、栄養指導、保健医療

町民課
合併時配置数 54

住民課
合併時配置数 4

H16.4.1配置数 53 H16.4.1配置数 5
国民健康保険、国民年金、戸籍及び住民基本台
帳、防犯、公害対策、交通安全対策、環境衛生、
児童福祉

国民健康保険、国民年金、戸籍及び住民基本台
帳、防犯、公害対策、交通安全対策、環境衛生、
児童福祉

民生
90
91

農林課
合併時配置数 11

経済課
合併時配置数 6

H16.4.1配置数 10 H16.4.1配置数 7
農業及び畜産の振興、林業振興及び環境緑化 農業及び畜産の振興、林業振興及び環境緑化、

商業、工業、水産業及び観光の振興、企業誘
致、労政、消費生活、土地改良、土地改良施設
の維持管理経

済
部
長

商工観光課
合併時配置数 5
H16.4.1配置数 5

商業、工業、水産業及び観光の振興、企業誘
致、労政、消費生活

土地改良課
合併時配置数 5
H16.4.1配置数 5

土地改良、土地改良施設の維持管理

経済
農業振興担当参
事

合併時配置数 3 31
H16.4.1配置数 3 31

土木課
合併時配置数 7

建設課
合併時配置数 5

H16.4.1配置数 7 H16.4.1配置数 6
土木、道路、河川用地 土木、道路、河川用地、道路の維持管理、道路

の除排雪、公園の維持管理、公営住宅の管理、
水道、下水道及び個別排水処理施設建

設
部
長

都市計画課
合併時配置数 7
H16.4.1配置数 7

都市計画、公園緑地の計画建設、区画整理、特
定開発行為

施設課
合併時配置数 8
H16.4.1配置数 8

公共施設の建築、公営住宅の建設及び管理、建
築指導

車両センター
合併時配置数 9
H16.4.1配置数 9

道路の維持管理、道路の除排雪、公園の維持管
理

水
道
部
長

水道課
合併時配置数 12
H16.4.1配置数 11 建設

水道、下水道及び個別排水処理施設 49
49

収
入
役

（兼）

出納

会計課
合併時配置数 3

出納課
合併時配置数 2 5

H16.4.1配置数 3 H16.4.1配置数 2 5
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【
本
庁

】

学校教育課
合併時配置数 12 【

忠
類
総
合
支
所

】

教育課
合併時配置数 7

H16.4.1配置数 12 H16.4.1配置数 7
教育委員会の会議、儀式及び表彰、学校教育施
設の設置及び管理、職員の研修及び人事、学校
教育

学校教育施設の管理、学校教育、学校給食、学
校給食センターの管理、生涯学習、文化財、社
会教育施設・体育施設の管理、文化、芸術、図
書館奉仕、図書館の管理

学校給食センター
合併時配置数 9

教
育
委
員
会

教
育
長

H16.4.1配置数 9
教
育
部
長

学校給食、学校給食センターの管理

生涯学習課
合併時配置数 9
H16.4.1配置数 9

生涯学習、文化財、社会教育施設・体育施設の
管理、文化、芸術

図書館
合併時配置数 5
H16.4.1配置数 5 教育

図書館奉仕、図書館の管理 43
43

議
会

事
務
局
長

議会

議事課
合併時配置数 3 4
H16.4.1配置数 3 4

農
業
委
員
会

農
業
委
員
会

農委
農業委員会事務
局

合併時配置数 4 農業委員会事務
局

合併時配置数 2 6
H16.4.1配置数 4 H16.4.1配置数 2 6

監
査
委
員

監査

監査委員事務局
合併時配置数 1 1
H16.4.1配置数 1 1

合計

合計
合併時配置数 246

合計
合併時配置数 44 290

H16.4.1配置数 237 H16.4.1配置数 58 295

290
295

4
0
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先進事例 

■ 廿日市市
はつかいちし

（広島県） 

(１) 合併後の組織機構は、次の方針により整備する。 

ア 住民サービスの低下を招かない組織機構 

イ 地域の課題へ迅速かつ的確に対応できる組織機構 

ウ 市民が利用しやすく、わかりやすい組織機構 

エ 簡素で効率的な組織機構 

オ 指揮命令系統が明確な組織機構 

カ 新たな行政需要（課題）に対応できる組織機構 

キ 地方分権へ柔軟に対応できる組織機構 

ク 合併建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

(２) 現在の佐伯町役場及び吉和村役場は、支所とする。その組織は、合併後の事務を円滑に執

行するため、現行の組織を基本とし、管理部門等の統合など、段階的な再編、見直しを行う。

(３) 本庁で一括処理することが適している事務は、本庁で処理するものとし、必要な体制の整

備を図る。 

(４) 行政委員会及び附属機関は、廿日市市に統合する。ただし、佐伯町及び吉和村の独自の附

属機関については、実態を考慮し、必要に応じて整備を行う。 

(５) 行政委員会及び附属機関の委員構成については、佐伯町及び吉和村の実情に応じた調整を

行う。 

 

■ 江津市
ご う つ し

（島根県） 

(１) 新市の組織･機構は、当面両庁舎の有効利用を図ることを前提に、定員管理の適正化を図

りつつ、次の「新市における組織･機構の整備方針」に基づき調整するものとする。 

  ① 市民の声を適切に反映することができる組織･機構 

  ② 市民が親しみやすく、利用しやすい組織･機構 

  ③ 責任の所在が明確な組織･機構 

  ④ 新市建設計画を円滑に遂行できる組織･機構 

  ⑤ 簡素で効率的な組織･機構 

  ⑥ 行政課題に即応できる組織･機構 

  ⑦ 緊急時に即応できる組織･機構 

(２) 現在の桜江町役場は、支所とし、その組織については、次の「支所の整備方針」に基づき

調整するものとする。 

  ① 現在の行政サービスを低下させない。 

  ② 地域経済を低下させない。 

  ③ 地域コミュニティ活動の支援に配慮する。 
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■ 会津
あいづ

若松市
わかまつし

（福島県） 

事務組織及び機構の取扱いについては、次のとおりとする。 

１ 新市の組織は、住民サービスが低下しないように十分配慮する。 

２ 新市の事務組織及び機構は、「新市における事務組織・機構の整備方針」に基づき整備する。

 

■ 益田市
ま す だ し

（岐阜県） 

(１) 合併後の組織機構は、次の方針により整備する。 

① 住民サービスの低下を招かない組織機構 

② 地域の課題へ迅速かつ的確に対応できる組織機構 

③ 住民が利用しやすく、わかりやすい組織機構 

④ 簡素で効率的な組織機構 

⑤ 指揮命令系統が明確な組織機構 

⑥ 新たな行政需要（課題）に対応できる組織機構 

⑦ 地方分権へ柔軟に対応できる組織機構 

⑧ 新市建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

(２) 美都地域、匹見地域を担当する非常勤の特別職を、それぞれの地域に次のとおり設置する。

① 設置期間 10年間 

② 任期 ２年（再任を妨げない。） 

③ 職務 ⅰ 市長に対し政策に関する助言を行なう。 

ⅱ 地域に関する政策に対し助言を行なう。 

ⅲ 市議会提案や重要施策の方針等、重要な案件に関して、市長、助役とともに

協議する。 

ⅳ 予算編成方針策定に携わる。 

ⅴ 庁議に出席する。 

(３) 現在の美都町役場及び匹見町役場は、総合支所とする。総合支所の業務は、地域振興、住

民福祉、産業振興、公共施設等維持管理を基本とする。 

(４) 本庁で一括処理することが適している事務は、本庁で処理するものとし、必要な体制の整

備を図る。 

(５) 行政委員会及び附属機関は、合併後に再編する。 

(６) 行政委員会及び附属機関の委員構成については、地域性に配慮するよう努める。 

 



「協議第39号 町・字名の区域及び名称等の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 19 町・字名の区域及び名称等の取扱い 

調整の内容 

１ 幕別町の町・字の区域及び名称については、現行のとおりとする。 

２ 忠類村の字の区域及び名称については、次のとおり合併時に再編する。 

現   行 合 併 後 

町村名 字の名称 地番 町村名 字の名称 地番 
備 考 

忠類栄町 ○番地  

忠類幸町 ○番地  

忠類本町 ○番地  

忠類錦町 ○番地  

忠類村 字忠類 ○番地 幕別町 

忠類白銀町 ○番地  

忠類元忠類 ○番地  

忠類幸町 100＋○番地 幸町区に属する区域（18筆） 

忠類村 字元忠類 ○番地 幕別町 

忠類本町 ○番地 本町区に属する区域（93筆） 

忠類村 字日和 ○番地 幕別町 忠類日和 ○番地  

忠類村 字西当 ○番地 幕別町 忠類西当 ○番地  

忠類村 字協徳 ○番地 幕別町 忠類協徳 ○番地  

忠類村 字朝日 ○番地 幕別町 忠類朝日 ○番地  

忠類村 字公親 ○番地 幕別町 忠類公親 ○番地  

忠類村 字共栄 ○番地 幕別町 忠類共栄 ○番地  

忠類村 字東宝 ○番地 幕別町 忠類東宝 ○番地  

忠類村 字幌内 ○番地 幕別町 忠類幌内 ○番地  

忠類村 字明和 ○番地 幕別町 忠類明和 ○番地  

忠類村 字新生 ○番地 幕別町 忠類新生 ○番地  

忠類村 字中当 ○番地 幕別町 忠類中当 ○番地  

忠類村 字古里 ○番地 幕別町 忠類古里 ○番地  

忠類村 字晩成 ○番地 幕別町 忠類晩成 ○番地   

4
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現        況 

幕別町 忠類村 

町数   29 

 

字数   23 

 

【町名】 

(１)幸町  (２)本町  (３)錦町  (４)寿町  (５)宝町 

(６)南町  (７)緑町  (８)新町  (９)旭町  (10)札内西町 

(11)札内桜町  (12)札内北町  (13)札内稔町  (14)札内東町 

(15)札内北栄町 (16)札内共栄町 (17)札内新北町 (18)札内豊町 

(19)札内暁町  (20)札内堤町  (21)札内桂町  (22)札内若草町 

(23)札内中央町   (24)札内青葉町 (25)札内文京町 

(26)札内あかしや町 (27)札内泉町  (28)札内春日町 

(29)札内みずほ町 

 

【字名】 

(１)字豊岡  (２)字新和  (３)字猿別  (４)字軍岡 

(５)字南勢  (６)字大豊  (７)字明野  (８)字新川 

(９)字相川  (10)字五位  (11)字糠内  (12)字明倫 

(13)字美川  (14)字中里  (15)字駒畠  (16)字弘和 

(17)字勢雄  (18)字栄   (19)字古舞  (20)字途別 

(21)字日新  (22)字依田  (23)字千住 

 

町数   ０ 

 

字数   15 

 

【町名】 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

【字名】 

(１)字忠類  (２)字元忠類  (３)字日和  (４)字西当 

(５)字協徳  (６)字朝日   (７)字公親  (８)字共栄 

(９)字東宝  (10)字幌内   (11)字明和  (12)字新生 

(13)字中当  (14)字古里   (15)字晩成 

 

4
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町・字名の区域及び名称等の取扱いに関する法令 

 

 

○地方自治法 （昭和22年法律第67号） 

（市町村区域内の町又は字の区域） 

第260条 政令で特別の定をする場合を除く外、市町村の区域内の町若しくは字の区域をあ

らたに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の区域若しくはその名称を変更し

ようとするときは、市町村長が当該市町村の議会の議決を経てこれを定め、都道府県知

事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出を受理したときは、都道府県知事は、直ちにこれを告示しなけ

ればならない。 

３ 第１項の規定による処分は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、前項の規定に

よる告示によりその効力を生ずる。 
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先進事例 

■五
ごの

戸
へ

町
まち

（青森県） 

(1) 五戸町の町・字の区域及び名称については、現行のとおりとする。 

(2) 倉石村の町・字の区域は、現行のとおりとし、名称については、大字石沢を大字倉石

石沢、大字中市を大字倉石中市、大字又重を大字倉石又重とし、字以降は現行のとおり

とする。 
 
 
■鹿

か

児
ご

島
しま

市
し

（鹿児島県） 
１ 鹿児島市の区域内の町及び吉田町の区域内の町（牟礼岡一丁目から牟礼岡三丁目まで）

の区域及び名称は、現行のとおりとする。 

２ ５町の各町の区域内の字の区域を廃止し、当該廃止された字の区域に相当する区域によ

り新たに町の区域を設定し、その名称については次の例により、各町の意向を尊重し合併

時までに調整するものとする。 

  ① 大字を町名とする。 

  ② 大字の前に「吉田」、「桜島」、「喜入」、「松元」又は「郡山」をそれぞれ付けた町名

とする。 

  ③ 新たな町名とする。 
 
 

■函館市（北海道） 

(1) 函館市、戸井町、恵山町、椴法華村、南茅部町の町字の区域については、現行のとお

りとする。 

(2) 戸井町、恵山町、椴法華村、南茅部町の区域内の町名については、４町村の意向を尊

重する。 
 

 

■関
せき

市
し

（岐阜県 合併予定―平成17年２月７日） 

 洞戸村、板取村、武儀町、上之保村及び武芸川町の町名・字名については、各町村の意向

を尊重するものとする。ただし、町名・地番等が重複しないよう調整するものとする。 
 

 

■むつ市（青森県 合併予定―平成17年３月14日） 

① むつ市の町・字の区域及び名称は、現行のとおりとする。 

② 川内町、大畑町、脇野沢村は、「町」の区域を設定（大字・小字の表記はしない。）する。

③ 川内町、大畑町、脇野沢村は、旧町村名をそれぞれ「川内町」、「大畑町」、「脇野沢」と

表記し、現行の町名、字名（大字）に冠する。 

④ 現行の大字名と、字名が重複する場合は、大字名を削除する。 

⑤ 川内町、大畑町、脇野沢村の町・字の区域については、従前のとおりとする。 

 

 

■大
おお

館
だて

市
し

（秋田県 合併予定―平成17年６月20日） 

(1) 大館市の区域内の町（字）の区域及び名称は、現行のとおりとする。 

(2) 比内町の区域内の町の町（字）の区域は現行のとおりとし、名称は、現行の大字の前

に「比内町」の名称を付ける。 

(3) 田代町の区域内の町（字）の区域及び名称は、現行のとおりとする。 
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「協議第40号 消防組織の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協議項目 21 消防組織の取扱い 

調整の内容 

１ 大樹消防署忠類支署については、幕別消防署忠類支署とする。 

２ 消防団については、次のとおり取り扱うものとする。 

(1) 忠類消防団については、現行のとおり東十勝消防事務組合に引き継ぐものとする。ただし、消防団の再編に向け、組織

及び運営等について、新町において調整する。 

(2) 報酬については、東十勝消防事務組合の例により、合併する年度の翌年度に統一する。 

(3) 費用弁償については、東十勝消防事務組合の例により、合併時に統一する。 

 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

消防署 ・幕別消防署（職員数25名） 

消防課 庶務係・消防係・予防係・保安係

警防課 警防係・機械係・救急係 

・幕別消防署札内支署（17名） 

 消防係・予防係・保安係 

警防係・機械係・救急係 

・幕別消防署糠内分遣所（１名、嘱託２名）

 

 

 

・大樹消防署忠類支署（職員数12名） 

庶務係・警防係・予防係 

大樹消防署忠類支署について

は、幕別消防署忠類支署とする。 4
7

 



 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

消防団 【幕別消防団】 

・定員130名 実員114名 １団１本部３分団

・運営 

幕別消防団規約による 

・運営交付金 

18,000円×実団員数 

 

・報償費 

消防団員歳末警戒報償金  1,600円/人 

連合演習報償金    本部10,000円 

          各分団15,000円 

出初式報償金     本部10,000円 

           各分団20,000円 

火災予防報償金    本部10,000円 

          各分団15,000円 

・行事 

①月例訓練 

②会議 

③火災予防運動（春・秋・歳末） 

④演習・出初式 

⑤教育訓練 

⑥活性化事業 

⑦慶弔 

⑧消防団健康診断 

 

【忠類消防団】 

・定員40名 実員35名 １団 

・運営 

忠類消防団共和会規約による 

・運営交付金 

基礎額  12,000円×実団員数 

加算額 240,000円 

・報償費 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

・行事 

①定例訓練 

②会議 

③火災予防運動（春・秋） 

④演習・出初式 

⑤教育訓練 

⑥活性化事業 

⑦慶弔 

消防団については、次のとおり

取り扱うものとする。 

 

(1) 忠類消防団については、現

行のとおり東十勝消防事務組

合に引き継ぐものとする。た

だし、消防団の再編に向け、

組織及び運営等について、新

町において調整する。 

4
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

消防団（つづき） 【報酬】 

・報酬額 

団長   85,000円/年 

副団長  64,000円/年 

分団長  60,000円/年 

副分団長 46,000円/年 

部長   43,000円/年 

班長   37,000円/年 

団員   32,000円/年 

・支給時期 ３月 

 

【費用弁償】 

・災害等出動 4,800円/日 

（１日＝４時間） 

・警戒出動  3,600円/日 

・訓練出動  3,600円/日 

・機関員   3,000円/月 

・暖房管理  30,000円/月 

 

【報酬】 

・報酬額 

団長   85,000円/年 

副団長  64,000円/年 

分団長  60,000円/年 

副分団長 46,000円/年 

部長   43,000円/年 

班長   37,000円/年 

団員   30,000円/年 

・支給時期 

年額の1/2を９月及び３月に支給 

【費用弁償】 

・災害等出動 4,800円/回 
（１回＝４時間、４時間を越えるごとに同額を加算）

・警戒、訓練その他の出勤 3,700円/回 
（１回＝４時間、４時間を越える毎に５割を加算） 

 

 

 

(2) 報酬については、東十勝消

防事務組合の例により、合併

する年度の翌年度に統一す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 費用弁償については、東十

勝消防事務組合の例により、

合併時に統一する。 

 

 

4
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消防組織の取扱いに関する法令 

 

〇消防組織法（昭和22年法律第226号） 

 

第１条 消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を火災から保護す

るとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害に因る被害を軽減するこ

とを以て、その任務とする。 

第６条 市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果すべき責任を有する。  

第７条 市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する。  

第８条 市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれを負担しなければならない。  

第９条 市町村は、その消防事務を処理するため、左に掲げる機関の全部又は一部を設けなけ

ればならない。  

１ 消防本部  

２ 消防署  

３ 消防団  

第11条 消防本部及び消防署の設置、位置及び名称並びに消防署の管轄区域は、条例で定める。

② 消防本部の組織は市町村の規則で定め、消防署の組織は市町村長の承認を得て消防長が定

める。  

第12条 消防本部及び消防署に消防職員を置く。  

② 消防職員の定員は、条例で定める。ただし、臨時又は非常勤の職については、この限りで

ない。 

第15条 消防団の設置、名称及び区域は、条例で定める。  

② 消防団の組織は、市町村の規則で定める。  

③ 消防本部を置く市町村においては、消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動する

ものとし、消防長又は消防署長の命令があるときは、その区域外においても行動することが

できる。  

第15条の２ 消防団に消防団員を置く。  

② 消防団員の定員は、条例で定める。 

第15条の６ 消防団員に関する任用、給与、分限及び懲戒、服務その他身分取扱いに関しては、

この法律に定めるものを除くほか、常勤の消防団員については地方公務員法の定めるところ

により、非常勤の消防団員については条例で定める。  

② 消防団員の階級並びに訓練、礼式及び服制に関する事項は、消防庁の定める基準に従い、

市町村の規則で定める。 
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先進事例 

 

■  廿日市
はつかい ち

市
し

（広島県）  

(1)  常備消防の取扱い 

ア 佐伯町の常備消防については、引き続き廿日市市消防署佐伯分署で消防事務の処理を行

う。 

イ 吉和村の常備消防については、引き続き山県西部消防組合で消防事務の共同処理を行う。

(2)  消防団の取扱い 

ア 消防団については、廿日市市の消防団に統合する。 

イ 団員の報酬、費用弁償については、廿日市市の例に統一する。 

 

■ 田原市
た は ら し

（愛知県）  

消防団は田原町に統合し、報酬及び費用弁償等については、田原町の制度に統一する。なお、

分団等の組織は当面現行のとおりとし、新市において組織等検討委員会を設置して適正な組織

体制について検討するものとする。 

 

■  函館市（北海道） 

(１) 戸井町、恵山町、椴法華村、南茅部町の常備消防については、函館市東消防署の南茅部

支署、戸井主張所、恵山主張所、椴法華出張所とする。 

(２) 消防団については、現行のとおりとし、連合消防団を組織する。 

 

■  常陸
ひ た ち

太田市
お お た し

（茨城県）  

(１)新市の消防本部は，現在の常陸太田市消防本部に置くものとする。 

(２)新市の消防署は，現在の常陸太田市消防署とし，中染分署は新市の消防署分署とする。 

 なお，新市建設計画に基づき，常備消防体制の強化充実に努めるものとする。 

(３)金砂郷町・水府村・里美村の消防施設，設備については，現行のとおり新市に引き継ぐも

のとする。 

(４)常陸太田市と金砂郷町，水府村及び里美村が締結している消防事務委託に関する協定は，

合併時に消滅するものとする。 

(５)消防団の取扱い 

① 金砂郷町・水府町・里美村の消防団については，合併時に常陸太田市の消防団に統合する。

② 組織，階級については，団長 1名とし，当分の間，旧 4市町村にそれぞれ副団長，支団長，

副支団長（階級は副団長）を置き，現在の管轄区域を統括する。 

③ 定員及び服制については，合併後に調整するものとする。 

④ 任用，報酬，費用弁償等については，合併時までに調整し，合併の翌年度から適用する。

(６)防災会議については，常陸太田市の組織を基本に調整し，新市において地域防災計画を策

定する。 

(７)水防協議会については，常陸太田市の組織を基本に調整し，新市において水防計画を策定

する。 

(８)防災行政無線については，新市において，速やかに調整を図るものとする。 

(９)相互応援協定については，現行のまま新市に引き継ぐものとする。 

 

■  石狩市（北海道 合併予定－平成17年10月1日合併予定） 

(１) 消防署については、合併時に石狩消防署に統合するものとし、厚田消防署及び浜益消防

署については、支署とする。 

(２) 消防団については、新市において消防団組織の再編を含め調整し、石狩消防団の体制に

合わせていくものとする。 

 

51 



「協議第41号 環境衛生事業の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協議項目 22-9 環境衛生事業の取扱い 

調整の内容 

１ 町村営墓地及び火葬場については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

２ ごみ収集については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。ただし、収集回数については、新町において調整する。 

３ ごみ分別については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

４ ごみ処理手数料については、幕別町の例により、合併する年度の翌年度から５年度以内に統一する。ただし、減免につい

ては、合併時に廃止する。 

５ し尿収集については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。ただし、事業内容については、新町において調整する。 

 

 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

町村営墓地 ・設置数 10カ所 

・管理方法 

  個人の墓地～個人管理 

  墓地区域内の道路及び緑地等～町管理 

 

 

・設置数 １カ所 

・管理方法  

  個人の墓地～個人管理 

  墓地区域内の道路及び緑地等～村管理 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。 

 

5
2
 



現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

火葬場 ・名称 

  幕別町葬斎場 

・運営主体 

  幕別町 

・設置場所 

  幕別町 

・施設概要 

  火葬炉 ３基（前室付） 

・供用開始 

  昭和61年11月 

 

該当なし 

 

※南十勝３町村複合事務組合において実施 

 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。 

ごみ収集 ・収集方式 

  ステーション方式 

・収集回数 

  可燃ごみ 週２回（農村部は週１回） 

  不燃ごみ 週１回（農村部は月２回） 

  大型ごみ 年４回 

  資源ごみ 週１回 

・収集体制 

委託で対応（委託業者２社） 

 

・収集方式 

  ステーション方式（農村部は戸別収集）

・収集回数 

  可燃ごみ 週２回（農村部は４週に２回）

  不燃ごみ 週２回（農村部は４週に１回）

  粗大ごみ 週２回（農村部は４週に１回）

  資源ごみ 週１回（農村部は４週に１回）

・収集体制 

委託で対応（委託業者１社） 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。ただし、収集回

数については、新町において調

整する。 

ごみ分別 ・分別区分 

燃やせるごみ、燃やせないごみ、大型ご

み、有害危険ごみ、資源ごみ（缶類、び

ん類、ペットボトル、紙パック、ダンボ

ール、新聞、雑誌、その他の紙、その他

のプラスチック） 

 

・分別区分 

燃えるごみ、燃えないごみ、燃やせない

ごみ、粗大ごみ、資源ごみ（缶類、びん

類、ペットボトル、紙パック、ダンボー

ル、新聞、その他のプラスチック、発泡

スチロール） 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

ごみ処理手数料 ・手数料 

  可燃ごみ・不燃ごみ 20ℓ 袋   60円 

            30ℓ 袋   90円 

            40ℓ 袋  120円 

 

  大型ごみ ごみ処理券(1枚100円)を貼る 

            10㎏まで 100円 

            30㎏まで 200円 

            50㎏まで 400円 

            100㎏まで 600円 

・減免 

該当なし 

 

・手数料 

  可燃ごみ・不燃ごみ 10ℓ 袋 20円 

            20ℓ 袋 30円 

            30ℓ 袋 50円 

            45ℓ 袋 70円 

  大型ごみ   70円（45ℓ 袋を貼る） 

 

 

 

 

・減免 

(1)満２歳未満の新生児世帯において、可

燃ごみ20ℓ 袋年間120枚分を免除 

(2)在宅の寝たきり高齢者において、可燃

ごみ30ℓ 袋年間80枚分を免除 

 

幕別町の例により、合併す

る年度の翌年度から５年度以

内に統一する。ただし、減免に

ついては、合併時に廃止する。 

し尿収集 ・収集回数  随時 

・収集運搬料金 （消費税込み） 

下水道処理区域 

基本料金  300ℓ 未満  1,260円 

超過料金  20ℓ 増毎   84円 

下水道処理区域外 

基本料金  300ℓ 未満  1,290円 

超過料金  20ℓ 増毎   86円 

・収集体制 

許可業者で対応（許可業者２社） 

・収集回数  年４回 

・収集運搬料金 （消費税込み） 

  基本料金  300ℓ 未満  1,350円 

  超過料金 １ℓ につき ４円50銭 

 

 

 

 

・収集体制 

許可業者で対応（許可業者１社） 

 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。ただし、事業内

容については、新町において調

整する。 
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一般家庭におけるごみ処理手数料の管内市町村比較 

 

＜ごみ袋１枚当たりの料金＞ 

町村名 処理事務先 10ℓ 15ℓ 20ℓ 30ℓ 40ℓ 45ℓ 

幕別町 
十勝環境複合

事務組合 
― ― 60円 90円 120円 ― 

忠類村 
南十勝３町村 

複合事務組合 
20円 ― 30円 50円 ― 70円 

帯広市 30円 ― 60円 90円 120円 ― 

音更町 ― 60円 ― 90円  120円 

芽室町 ― 60円 ― 90円 ― 120円 

中札内村 40円 ― 80円 120円 160円 ― 

更別村 40円 ― 80円 120円 160円 ― 

豊頃町 

十勝環境複合

事務組合 

― ― ― ― ― ― 

大樹町 20円 ― 30円 50円 ― 70円 

広尾町 

南十勝３町村 

複合事務組合 
20円 ― 30円 50円 ― 70円 

士幌町 ― ― ― ― ― ― 

上士幌町 

北十勝２町 

環境衛生 

処理組合 ― ― ― ― ― ― 

本別町 ― ― ― ― ― ― 

足寄町 ― ― ― ― ― ― 

陸別町 

池北３町行政 

事務組合 

― ― ― ― ― ― 

鹿追町 鹿追町 30円 ― 60円 90円 ― 120円 

新得町 新得町 30円 ― 60円 90円 ― 120円 

清水町 清水町 30円 ― 60円 90円 ― 120円 

池田町 池田町 ― ― ― ― ― ― 

浦幌町 浦幌町 ― 20円 ― 40円 ― 60円 
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環境衛生事業の取扱いに関する法令 

 

〇廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

（国民の責務） 

第２条の３ 国民は、廃棄物の排出を抑制し、再生品の使用等により廃棄物の再生利用を

図り、廃棄物を分別して排出し、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等によ

り、廃棄物の減量その他その適正な処理に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなけ

ればならない。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理

しなければならない。 

２及び３  略 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活動の促

進を図り、及び一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、一

般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たっては、職員の資質の向上、施設の整備及び

作業方法の改善を図る等その能率的な運営に努めなければならない。 

２及び３  略 

４ 国、都道府県及び市町村は、廃棄物の排出を抑制し、及びその適正な処理を確保する

ため、これらに関する国民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。
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先進事例 

 

■ 各務原
かかみがはら

市
し

（岐阜県） 

(1) 一般廃棄物の収集、運搬及び処分については、新市において責任を持って、速やかに

調整する。 

(2) 火葬業務については、各務原市の現行のとおりとする。 

 

■ 会
あい

津
づ

若
わか

松
まつ

市
し

（福島県） 

１．分別方法は、合併時に会津若松市の制度に統一する。 

２．排出方法は、合併時に会津若松市の制度に統一することとし、集積所は現行のとおりと

する。 

３．生ごみ処理機設置補助事業は、合併時に会津若松市の制度に統一する。 

４．し尿処理事業は、当分の間、現行のとおりとし、新市において調整する。 

５．その他のごみ、し尿収集運搬業務事業は、必要に応じて調整し、会津若松市の制度に統

一するものとする。 

 

■ 水
み

戸
と

市
し

（茨城県 合併予定-平成17年２月１日） 

 内原町のごみ処理事業は、一部事務組合に関わるものを除き、水戸市の制度に統一する。

ただし、 

① 収集及び運搬については、現行どおりとする。 

② 指定袋等については、現行どおりとする。 

③ 集団資源ごみ回収の実施回数については、合併年度及びこれに続く３カ年度は現行ど

おりとする。 

 
■ 石狩市（北海道 合併予定-平成17年10月１日） 

●環境対策関係 

 環境保全、公害対策、畜犬登録等の環境対策関係については、合併時に石狩市の制度に合

わせるものとする。 

●ごみ対策関係 

 資源物のリサイクル、ごみの減量化推進、廃棄物の不法投棄防止等のごみ対策関係につい

ては、合併時に石狩市の制度に合わせるものとする。ただし、 

(1) 衛生団体連合会及び食品衛生協会への補助については、新市において調整するものと

する。 

(2) 家庭系廃棄物のごみ収集については、現行のとおりとする。 

(3) ごみの分別及び事業系一般廃棄物の許可事業者による収集については、合併した年度

の翌年度に石狩市の制度に合わせるものとする。 

(4) し尿収集運搬手数料については、料金体系の統一について、北石狩衛生施設組合に対

し、合併した年度の翌年度の再編を申し入れるものとする。 

(5) 廃棄物処理計画については、合併した年度の翌年度に再編するものとする。 

 

 



 

「協議第42号 その他福祉事業の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 22－13 その他福祉事業の取扱い 

 

 

 

 

 

調整の内容 

１ 災害見舞金については、幕別町の例により、合併時に統合する。 

災害弔慰金については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

２ 戦没者追悼式については、幕別町の例により、合併時に統合する。 

３ 福祉バスについては、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。ただし、対象については、幕別町の例により、合併時に統

合する。 

４ 社会福祉協議会については、合併後、速やかに統合できるよう調整に努めるものとする。また、団体助成及び委託事業につ

いては、事業内容等を検討し調整に努めるものとする。 

５ 生活困窮世帯見舞品及び遺児援護金給付金については、幕別町の例により合併時に再編する。 

６ 温泉入浴割引事業については、合併時に廃止する。ただし、十勝幕別温泉ホテル緑館で実施しているサービスを参考に、ア

ルコ236においても町民割引サービスを実施できるよう協力を要請する。 

 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

災害見舞金 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【災害見舞金】 

自然災害・火災等により被害を受けた専ら住

居に対して、見舞金を支給 

全焼・全壊・流失・埋没   10万円 

 

半焼・半壊・半流失・半埋没 ５万円 

 

床上浸水          ３万円 

 

【災害弔慰金】 

自然災害により被害を受けた住民に対し、災

害弔慰金、災害見舞金の支給並びに災害援護

資金の貸付を行う。（国の制度に準じてい

る。） 

【災害見舞金】 

自然災害・火災等により被害を受けた住居及

び畜舎（倉庫など）に対して、見舞金を支給

全焼・全壊・流失・埋没 

住宅５万円、畜舎等３万円

半焼・半壊・半流失・半埋没 

住宅３万円、畜舎等２万円

床上浸水    住宅２万円 

 

【災害弔慰金】 

自然災害により被害を受けた住民に対し、災

害弔慰金、災害見舞金の支給並びに災害援護

資金の貸付を行う。（国の制度に準じてい

る。） 

災害見舞金については、幕別

町の例により、合併時に統合す

る。 

災害弔慰金については、現行

のとおり新町に引き継ぐものと

する。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

戦没者追悼式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・目的  

 幾多の戦役において、国のために殉じた本

町戦没者諸氏に対する追悼の誠を捧げ、平

和への願いを新たにする。 

 

 

・開催日  

 毎年６月15日（ただし、６月15日が土曜日

又は日曜日の時は、遺族会とも検討の上、

直近の金曜日とする。） 

・主催  

 幕別町 

 

 

・目的 

過ぎし幾多の戦役において、祖国の平和と

繁栄を祈念しつつ尊い命を犠牲にされた本

村戦没者諸氏に対する追悼の誠を捧げ、併

せて遺族の安泰を祈願し、平和への願いを

新たにする。 

・開催日 

 毎年８月20日 

 

 

・主催 

 忠類村 

幕別町の例により、合併時

に統合する。 

福祉バス 

 

 

 

 

 

 

 

 

・概要 

 福祉バス２台により、社会福祉団体の利用

に対し運行する。 

・対象 

 ①老人クラブ連合会、町内単位老人クラブ

 ②身体障害者福祉協議会及び母子会 

 ③遺族会及び手をつなぐ親の会 

 ④社会福祉協議会 

 ⑤民生委員協議会及び保護司会 

 ⑥社会福祉団体及び社会奉仕団体 

 ⑦町及び町行政機関が主催する事業に参加

する個人及び団体  

・概要 

 福祉バス１台により、社会福祉団体等の利

用に対し運行する。 

・対象 

 ①村の行う諸行事 

 ②議会が行う行事（議員活動） 

 ③忠類村特別職の職員の報酬及び費用弁償

条例に規定する委員会等の委員活動、研

修、大会 

 ④団体の研修、大会等 
  老人クラブ、ナウマン大学、母子会、身体障

害者分会、手をつなぐ親の会、遺族会、ゲー

トボール協会、社会福祉協議会、民生委員協

議会、衛生協力会連合会、体育連盟、文化協

会、スポーツ少年団、消防団 他 

 ⑤①から④以外で村長が認めたもの 

現行のとおり新町に引き継

ぐものとする。ただし、対象

については、幕別町の例によ

り、合併時に統合する。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

福祉バス 

（つづき） 

 

 

・運営方法 

直営 

・バス使用料 

無料 

 

・運営方法 

直営、運転業務委託併用 

・バス使用料 

無料 

 

 

町村社会福祉協議会 ・事務所の位置 

保健福祉センター内 

・役員 

理事定数    15名 

評議員定数   40名 

監事定数    ２名 

・職員 

町派遣職員   ２名 

社協職員    10名 

社協臨時職員  12名 

 

・事業内容 

①社会福祉を目的とする事業の企画及び実

施 

②社会福祉に関する活動への住民の参加の

ための援助 

③社会福祉を目的とする事業に関する調

査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

④上記のほか社会福祉を目的とする事業の

健全な発達を図るために必要な事業 

⑤保健医療、教育その他の社会福祉と関連

する事業との連絡 

⑥共同募金事業への協力 

⑦福祉金庫（法外援護資金）の運営 

・事務所の位置 

ふれあいセンター福寿内 

・役員 

理事定数    10名 

評議員定数   21名 

監事定数    ２名 

・職員 

村派遣職員   １名 

社協職員    ２名 

社協準職員   ４名 

社協臨時職員  ３名 

・事業内容 

①法人運営事業 

②共同募金配分金事業 

③企画・広報活動事業 

④在宅福祉活動事業 

⑤地域福祉活動事業 

⑥ボランティアセンター事業 

⑦委託事業 

⑧老人デイサービス事業 

⑨資金貸付事業 

⑩心配ごと相談所事業 

⑪その他、法人の目的のために必要な事業

社会福祉協議会については、

合併後、速やかに統合できる

よう調整に努める。 

団体助成及び委託事業につ

いては、事業内容等を検討し

調整に努める。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

町村社会福祉協議会

（つづき） 

⑧ボランティアセンターの設置運営 

⑨心配ごと相談所の設置運営 

⑩介護保険法に基づく介護サービス事業 

⑪在宅介護支援事業 

⑫居宅支援事業所 

⑬その他この法人の目的達成のため必要な

事業 

・団体助成 

①ボランティア連絡協議会 480千円 

（100千円） 

②身体障害者福祉協会    90千円 

（ 50千円） 

③手をつなぐ親の会     60千円 

（ 50千円） 

④十勝愛育園ひばり親の会  20千円 

⑤障害者団体連絡協議会  100千円 

⑥ことばを育てる親の会   50千円 

⑦地域子ども会      100千円 

 

 

 

 

 

 

 

・団体助成 

①村子ども会育成連絡協議会   80千円 

②高齢者ゲートボール協会    70千円 

③身体障害者福祉協会      80千円 

④手をつなぐ親の会       40千円 

⑤殉公遺族会          120千円 

⑥しらかばの会（ボランティア） 50千円 

 

※上記いずれも共同募金配分金事業にて助成 
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⑧赤ちゃんクラブ      50千円 

⑨母子会          40千円 

（ 40千円） 

⑩遺族会         300千円 

（200千円） 

⑪ウタリ協会幕別支部   150千円 

（ 50千円） 

⑫保護司会        250千円 

（120千円） 

⑬ソフトサポーターズ    80千円 

（ 50千円） 

※( )内は町からの補助分 



 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

町村社会福祉協議会

（つづき） 

・委託事業 

①在宅介護支援事業 

②高齢者訪問給食事業 

③外出支援事業 

④布団洗濯乾燥事業 

⑤軽度生活支援事業 

⑥生きがい活動支援事業 

⑦高齢者在宅介護支援事業 

⑧重度身体障害者デイサービス事業 

⑨福祉灯油 

 

・財務状況 （平成15年３月31日現在） 

資産の部 

流動資産  29,868,296円 

固定資産  107,240,819円 

計    137,109,115円 

・委託事業 

①高齢者在宅支援事業 

(1)給食サービス 

(2)訪問サービス 

(3)除雪サービス 

(4)布団乾燥サービス 

②高齢者生活福祉センター運営事業 

(1)老人デイサービス部門 

(2)居住部門 

 

 

・財務状況 （平成15年３月31日現在） 

資産の部 

流動資産  13,356,864円 

固定資産  42,697,689円 

計    56,054,553円 
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負債の部 

流動負債   10,333,098円 

固定負債    3,508,320円 

計     13,841,418円 

差引純資産  123,267,697円 

 

・社会福祉基金への貸付 

幕別町が幕別町社会福祉協議会の実施する

福祉金庫会貸付業務を支援するために、そ

の業務資金の一部を貸し付ける。（年度内

に全額償還を受ける） 

 

負債の部 

流動負債   8,891,530円 

固定負債   6,586,390円 

計    15,477,920円 

差引純資産  40,576,633円 

 

・社会福祉基金への貸付 

該当なし 



 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

生活困窮世帯見舞品
 

・目的 

幕別町に居住する生活困窮世帯に対し、見舞

品を支給し必要な援助指導を行う。 

・支給対象世帯の決定 

支給対象世帯の決定は、幕別町民生委員児童

委員協議会の意見を徴して町長が決定する。

・見舞品の支給 

年２回支給、１回につき２千円程度の見舞品

を支給。 

 

 

該当なし 幕別町の例により、合併時

に再編する。 

 

遺児援護金給付金 ・目的 

生計中心者を失った遺児に対し、援護金を給

付する。 

・援護金の支給 

援護金は、遺児を扶養する者で、現に幕別町

に住所を有する者に支給する。ただし、扶養

する者がない場合は、その遺児に支給する。

・援護金の額 年36,000円 

 

該当なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幕別町の例により、合併時
に再編する。 6
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

温泉入浴割引事業  該当なし 

 

※十勝幕別温泉ホテル緑館における町民割引 

サービス 

・目的 

町民が割引料金で入浴できることにより、国

民宿舎幕別温泉ホテルで実施していた福祉

施策の継続を図ることを目的とする。 

・事業内容 

町内全世帯に割引カードを交付し、町民はこ

のカードを提示することにより、大人800円

（小人300円）のところ大人500円（小人200

円）で入浴できる。町の支出はない。 

 

・名称 

アルコ236村民割引入浴事業 

・目的 

村民の健康保持増進及び村民相互のふれあ

いと憩いの場として、ナウマン温泉アルコ

236を利活用すべく、70歳以上の高齢者、乳

幼児を除いた村民全員に入浴割引券を給付

する。 

・事業内容 

村は、毎年４月１日から年度末までの間、温

泉入浴割引券（50回分）を、希望する村民に

対して給付（年度内１回限り、再発行なし）

する。村民は、入浴１回につき１枚の割引券

が利用でき、入浴料から100円の割引きとな

る。村は、毎月、利用済み割引券の枚数分（月

締め）に伴う入浴料を、温泉経営者に支出し

ている。 

 

合併時に廃止する。ただし、
十勝幕別温泉ホテル緑館で実
施しているサービスを参考
に、アルコ236においても町民
割引サービスを実施できるよ
う協力を要請する。 

6
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その他福祉事業の取扱いに関する法令 

 

○社会福祉法（昭和26年法律第67号） 

 

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第109条 市町村社会福祉協議会は、１又は同一都道府県内の２以上の市町村の区域内に

おいて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体

であって、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉

に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあってはその区域内における地区

社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数

が、指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内における社会福祉事業又は更生

保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

(1) 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

(2) 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

(3) 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

(4) 前３号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るため

に必要な事業 

２～６ （略） 
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先進事例 

 

■ 福
ふく

山
やま

市
し

（広島県） 

●各種福祉制度の取扱い 

 福山市の制度に統一するものとする。 

ただし、 

 ① 事業の実施、諸制度の運用にあたっては、新市町の実情等を考慮しつつ、調整を図る

ものとする。 

 ② 福山市社会福祉協議会と新市町社会福祉協議会は、合併時に統合するものとする。た

だし、具体的な内容については、両協議会が協議をする中で調整を図るものとする。 

 

■ 田
た

原
はら

市
し

（愛知県） 

●その他の福祉事業 

 その他の福祉に関する各種事務事業については、田原市の制度に統一する。 

 ただし、これにより難い場合は、両町の実態に合わせ新市において調整するものとする。 

●社会福祉協議会 

 社会福祉協議会については、田原町の社会福祉協議会に統合できるよう調整に努める。 

 

■ 那珂市
な か し

（茨城県 合併予定―平成17年１月21日） 

●その他の福祉事業 

(1) 外国人高齢者及び重度障害者福祉手当支給事業は、那珂町の制度に統一する。また、罹

災見舞金は、瓜連町の制度に統一する。 

(2) 福祉バス運営は、那珂町の制度に統一する。コースについては、合併時までに調整する

ものとする。 

(3) 瓜連町の人生功労章贈呈事業は、合併時に廃止する。 

 

■ 藤
ふじ

岡
おか

市
し

（群馬県 合併予定-平成18年１月１日） 

●その他福祉制度の取扱い 

① 略 

② 生活保護関係の取扱いについては、国の制度に基づき実施するものとし、実施方法等に

ついては藤岡市の制度にならい施行する。 

③ 災害弔慰金及び災害援護資金貸付については、合併時に藤岡市の制度に統合する。また、

罹災見舞金については、合併時に再編するものとする。 

④ 戦没者追悼式及び社会福祉大会については、従来からの経緯等に配慮しつつ、実施方法

等を検討し、新市において再編する。 

⑤ 男女共同参画関係の取扱いについては、合併後に藤岡市の例にならい統合し、男女共同

参画社会の実現を図るため事業の推進に努める。 

⑥ 略 
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「協議第43号 その他事業の取扱いについて」資料 

幕別町・忠類村合併協議会の調整内容 

協 議 項 目 22-23 その他事業の取扱い 

調整の内容 

１ 行政改革及び行政評価については、新町において速やかに取り組むものとする。 

２ 投票区については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

３ 地籍調査については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。 

４ 指定金融機関等については、幕別町の指定金融機関及び収納代理金融機関は、現行のとおり新町に引き継ぐものとし、忠

類村の収納事務取扱金融機関のうち忠類村農業協同組合については、新町の収納代理金融機関として合併時に追加指定する

ものとする。 

５ 総合計画については、新町建設計画を基調とした計画を新町において策定する。ただし、新計画が策定されるまでの間は、

現計画を新町に引き継ぎ運用する。 

 

現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

行政改革及び行

政評価 

・行政改革大綱 

  第２次行政改革大綱（平成８年３月） 

・行政評価 

  該当なし 

・行政改革大綱 

  該当なし 

・行政評価 

  平成14年度から実施 

 

新町において速やかに取

り組むものとする。 

投票区 町内投票区 22カ所 

 

村内投票区 １カ所 現行のとおり新町に引き

継ぐものとする。 

 

地籍調査 ・着手年度   平成16年度 

・面積     340.46㎞
2 

  

・調査計画面積 333.71㎞
2 

  

・調査済面積   0.00㎞
2 

  

・進捗率      0.0％ 

・着手年度   平成４年度 

・面積     137.54㎞
2 

  

・調査計画面積 105.02㎞
2 

  

・調査済面積   83.31㎞
2 

  

・進捗率     79.3％ 

※平成17年度終了予定 

現行のとおり新町に引き

継ぐものとする。 
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現        況 
区 分 

幕別町 忠類村 
調整の具体的内容 

指定金融機関等 ・指定金融機関 

北洋銀行幕別支店 

 

・収納代理金融機関 

みずほ銀行、北海道銀行、北陸銀行、札幌銀

行、北見信用金庫、帯広信用金庫、釧路信用

金庫、網走信用金庫、北海道労働金庫、十勝

信用組合、幕別町農業協同組合、札内農業協

同組合、大正農業協同組合、豊頃農業協同組

合、日本郵政公社小樽貯金事務センター 

 

・収納事務取扱金融機関 

帯広信用金庫、忠類村農業協同組合、日本郵

政公社小樽貯金事務センター 

幕別町の指定金融機関及

び収納代理金融機関は、現

行のとおり新町に引き継ぐ

ものとし、忠類村の収納事

務取扱金融機関のうち忠類

村農業協同組合について

は、新町の収納代理金融機

関として合併時に追加指定

するものとする。 

総合計画 ・名称 

  第４期幕別町総合計画 

・策定年月  平成13年３月 

・計画期間 

  基本構想・基本計画 

  平成13年度～平成22年度 

・テーマ 

  めぐみ野に 人が輝き  

笑顔ふれあうまち まくべつ 

 

・名称 

  第４期忠類村総合計画 

・策定年月  平成13年３月 

・計画期間 

  基本構想・基本計画 

  平成13年度～平成22年度 

・テーマ 

  大地に愛され緑輝くやすらぎのふるさと 

 

新町建設計画を基調とし

た計画を新町において策定

する。ただし、新計画が策

定されるまでの間は、現計

画を新町に引き継ぎ運用す

る。 
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その他事業の取扱いに関する法令 

 

【投票区】 

〇公職選挙法（昭和25年法律第100号） 

（投票区） 

第17条 投票区は、市町村の区域による。 

２ 市町村の選挙管理委員会は、必要があると認めるときは、市町村の区域を分けて数投

票区を設けることができる。 

 

【指定金融機関等】 

〇地方自治法施行令（昭和22年政令第16号） 

（指定金融機関等） 

第168条 都道府県は、地方自治法第235条第１項の規定により、議会の議決を経て、一の

金融機関（日本郵政公社を除く。次項及び第３項において同じ。）を指定して、当該都道

府県の公金の収納及び支払の事務を取り扱わせなければならない。 

２ 市町村は、地方自治法第235条第２項の規定により、議会の議決を経て、一の金融機関

を指定して、当該市町村の公金の収納及び支払の事務を取り扱わせることができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、必要があると認めるときは、指定金融機関をして、その取

り扱う収納及び支払の事務の一部を、当該普通地方公共団体の長が指定する金融機関に

取り扱わせることができる。 

４ 普通地方公共団体の長は、必要があると認めるときは、指定金融機関をして、その取

り扱う収納の事務の一部を、当該普通地方公共団体の長が指定する金融機関に取り扱わ

せることができる。 

５ 指定金融機関を指定していない市町村の長は、必要があると認めるときは、収入役を

して、その取り扱う収納の事務の一部を、当該市町村の長が指定する金融機関に取り扱

わせることができる。 

６ 前２項の規定により収納の事務の一部を日本郵政公社に取り扱わせる場合において

は、郵便振替法第58条に規定する公金に関する郵便振替の方法により取り扱わせるもの

とする。 

７ 第１項又は第２項の金融機関を指定金融機関と、第３項の金融機関を指定代理金融機

関と、第４項の金融機関を収納代理金融機関と、第５項の金融機関を収納事務取扱金融

機関という。 

８ 普通地方公共団体の長は、指定代理金融機関又は収納代理金融機関を指定し、又はそ

の取消しをしようとするときは、あらかじめ、指定金融機関の意見を聴かなければなら

ない。 

９ 普通地方公共団体の長は、指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関又は

収納事務取扱金融機関を定め、又は変更したときは、これを告示しなければならない。

（指定金融機関の責務） 

第168条の２ 指定金融機関は、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の公金の収納又は

支払の事務を総括する。 

２ 指定金融機関は、公金の収納又は支払の事務（指定代理金融機関及び収納代理金融機

関において取り扱う事務を含む。）につき当該普通地方公共団体に対して責任を有する。
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３ 指定金融機関は、普通地方公共団体の長の定めるところにより担保を提供しなければ

ならない。 

（指定金融機関等における公金の取扱い） 

第168条の３ 指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関及び収納事務取扱金融

機関は、納税通知書、納入通知書その他の納入に関する書類（当該書類に記載すべき事

項を記録した電磁的記録を含む。）に基づかなければ、公金の収納をすることができない。

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、出納長若しくは収入役の振り出した小切手又

は出納長若しくは収入役の通知に基づかなければ、公金の支払をすることができない。

３ 指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関は、公金を収納したとき、又

は公金の払込みを受けたときは、これを当該普通地方公共団体の預金口座に受け入れな

ければならない。この場合において、指定代理金融機関及び収納代理金融機関にあつて

は、出納長又は収入役の定めるところにより、当該受け入れた公金を指定金融機関の当

該普通地方公共団体の預金口座に振り替えなければならない。 

４ 収納事務取扱金融機関は、公金を収納したとき、又は公金の払込みを受けたときは、

これを当該市町村の預金口座に受け入れなければならない。この場合において、収納事

務取扱金融機関は、収入役の定めるところにより、当該受け入れた公金を収入役の定め

る収納事務取扱金融機関の当該市町村の預金口座に振り替えなければならない。 

 

【総合計画】 

〇地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（地方公共団体の法人格及び事務） 

第２条 地方公共団体は、法人とする。 

②及び③  略 

④ 市町村は、その事務を処理するに当たつては、議会の議決を経てその地域における総

合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行なうように

しなければならない。 
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先進事例 

 

■ 会
あい

津
づ

若
わか

松
まつ

市
し

（福島県） 

１ 総合計画は、新市において、新たに計画を策定する。なお、新市において計画が策定さ

れるまでの間は、現計画を新市に引き継ぎ運用する。 

２ 男女共同参画事業、競争入札の指名参加願い及び資格審査、入札・契約事務、入札の公

表、行財政改革、情報公開制度、個人情報保護制度、指定金融機関、新年市民交歓会は、

合併時に会津若松市の制度に統一する。ただし、北会津地域における建設工事に関する入

札制度は、合併年度及び合併翌年度に限り、現行のとおりとする。 

３～７  略 

 

■ 各務原
かかみがはら

市
し

（岐阜県） 

●その他（指定金融機関等） 

指定金融機関については、各務原市の現行のとおりとする。また、収納代理金融機関につ

いては、各市町の現行の金融機関を新市に引き継ぐ。 

 

■ 江
ごう

津
つ

市
し

（島根県） 

●選挙事務の取扱い 

 江津市の例によることを基本とするが、それぞれの市町の実情により調整の難しい事項に

ついては、当面現行のとおりとし、新市において調整するものとする。 

(1)  略  

(2) 投票所については、当面現行のとおりとし、新市において調整する。 

(3)  略  

 

■ 石狩市（北海道 合併予定-平成17年10月１日） 

●契約・出納関係 

入札指名事務、契約事務、現金の出納保管、決算の調製等の契約・出納関係については、

合併時に石狩市の制度に合わせるものとする。ただし、厚田村及び浜益村の収納事務取扱金

融機関については、新市の収納代理金融機関として合併時に追加指定するものとする。 
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